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【建設業許可制度等に係る改正について】 
1. 概要 

 (1) 解体工事業追加に伴う経過措置 

  ア 施行日時点でとび・土工工事業の許可を受けて解体工事業を営んでいる建設業者 

は、引き続き３年間（平成 31 年５月 31 日まで）は解体工事業の許可を受けずに解 

体工事を施工することができます。 

  イ 施行日前のとび・土工工事業に係る経営業務管理責任者としての経験は、解体工 

事業に係る経営業務管理責任者の経験とみなします。 

ウ 平成 33 年３月 31 日までの間は、既存のとび・土工工事業の技術者を、解体工事 

に係る一般建設業の営業所専任技術者（主任技術者）とみなします。 

(2) 解体工事に係る技術者要件の見直し 

ア 解体工事業の指定学科を「土木工学又は建築学に関する学科」とします。  

イ 解体工事に係る一般建設業の営業所専任技術者（主任技術者）及び特定建設業の 

営業所専任技術者（監理技術者）の要件については、資料 P12 のとおりです。 

(3) とび・土工・コンクリート工事に係る技術者要件の見直し 

とび・土工・コンクリート工事に係る一般建設業の営業所専任技術者（主任技術 

者）の要件として、とび・土工工事業及び解体工事業に係る建設工事に関し 12 年以 

上実務の経験を有する者のうち、とび・土工工事業に係る建設工事に関し８年を超え 

る実務の経験を有する者を加えます。 

(4) 解体工事業の追加に伴う各種様式の改正【P24～P39】 

(5) 登録講習の修了に係る情報の監理技術者資格者証への記載 

監理技術者が国土交通大臣の登録を受けた講習を修了した場合における修了証の交 

付を取りやめ、監理技術者資格者証に修了した旨を記載することになります。 

(6) 建設業許可の変更届出の対象追加 

社会保険の加入状況を変更届出の対象とします。【様式第 20 号の３（P32）】 

 

2. 施行日 

平成 28 年６月１日 

 

3. その他 

平成 28 年 11 月１日から、許可申請書、変更届出書及び経審申請書に法人番号を記入 

する欄が増えます。 
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●
建
設
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
２
６
年
６
月
４
日
公
布
）

建
設

業
法

・
公

共
工

事
の

入
札

及
び

契
約

の
適

正
化

の
促

進
に

関
す

る
法

律
（
入

契
法

）
・
浄

化
槽

法
・
建

設
工

事
に

係
る

資
材

の
再

資
源

化
等

に
関

す
る

法
律

（
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
）

背
景

○
近
年
の
建
設
投
資
の
⼤
幅
な
減
少
に
よ
る
受
注
競
争
の
激
化
に
よ
り
、

ダ
ン
ピ
ン
グ
受
注
や
下
請
企
業
へ
の
し
わ
寄
せ
が
発
⽣
。

建
設
⼯
事
の
適
正
な
施
⼯
と
そ
の
担
い
⼿
の
確
保
が
喫
緊
の
課
題

概
要

ダ
ン
ピ
ン
グ
対
策
の
強
化
と
建
設
工
事
の
担
い
手
の
確
保

③
建
設
業
者
及
び
そ
の
団
体
に
よ
る
担
い
⼿
確
保
・
育
成
並
び
に
国
⼟
交
通
⼤
⾂
に
よ
る

⽀
援
の
責
務
を
明
記
【
建
設
業
法
】

①
ダ
ン
ピ
ン
グ
防
⽌
を
公
共
⼯
事
の
⼊
札
契
約
適
正
化
の
柱
と
し
て
追
加
【
⼊
契
法
】

②
公
共
⼯
事
の
⼊
札
の
際
の
⼊
札
⾦
額
の
内
訳
の
提
出
を
義
務
付
け
、
発
注
者
は
そ
れ
を

適
切
に
確
認
【
⼊
契
法
】
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事
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下

請
へ

の
し
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せ
を
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排
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⼈
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書
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す
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改
正
を
措
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品
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法
（
※
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改
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入
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契
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手
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／
４

公
布


４

／
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業
種

区
分

の
新

設
に
つ
い
て

建
設

業
者

建
設

業
者

技
術

者

業
種

ご
と

に
建

設
業

許
可

技
術

者

●
実

務
経

験
●

資
格

（
技

術
検

定
等

）

建
設

業
法

施
工

能
力

を
有

す
る

建
設

業
者

へ
の

発
注

疎
漏

工
事

・
公

衆
災

害
の

防
止

専
門

工
事

業
の

地
位

の
安

定
、

技
術

の
向

上

小
規

模
建

設
業

者
土

木
工

事
請

負
額

50
0万

円
以

下

業
種

に
応

じ
た

技
術

者
を

営
業

所
や

現
場

に
確

保
・
配

置

28
業

種
（
S4
6制

定
）

●
総

合
２

業
種

・
土

木
・
建

築

●
専

門
26

業
種

・
大

工
・
左

官
・
と

び
・
土

工 ・ ・ ・

と
び

・
土

工

解
体

今
回

解
体

工
事

業
を

新
設

す
る

背
景

・
重

大
な

公
衆

災
害

発
生

・
環

境
等

の
視

点
・
建

築
物

等
の

老
朽

化
な

ど

【
許

可
の

要
件

】
・
技

術
力

・
経

営
能

力
・
誠

実
性

・
財

産
的

基
礎

解
体

の
実

務
経

験
、

資
格

を
有

す
る

技
術

者
の

配
置

が
必

要

建
設

業
者

建
設

業
者

技
術

者

タ
イ

ル
・
れ

ん
が

・
ブ

ロ
ッ

ク
工

事
業

鋼
構

造
物

工
事

業

鉄
筋

工
事

業

ほ
装

工
事

業

し
ゅ

ん
せ

つ
工

事
業

板
金

工
事

業

ガ
ラ

ス
工

事
業

塗
装

工
事

業

防
水

工
事

業

内
装

仕
上

工
事

業

機
械

器
具

設
置

工
事

業

熱
絶

縁
工

事
業

電
気

通
信

工
事

業

造
園

工
事

業

さ
く
井

工
事

業

建
具

工
事

業

水
道

施
設

工
事

業

消
防

施
設

工
事

業

清
掃

施
設

工
事

業

現
在

の
業

種
区

分
土

木
工

事
業

建
築

工
事

業

大
工

工
事

業

左
官

工
事

業

と
び

・
土

工
工

事
業

石
工

事
業

屋
根

工
事

業

電
気

工
事

業

管
工

事
業
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解
体
工
事
業
の
新
設
に
伴
う
法
律
上
の
経
過
措
置
等
に
つ
い
て

○
施

行
日

公
布

日
（

平
成

２
６

年
６

月
４

日
）

か
ら
２

年
以

内
で

政
令

で
定

め
る

日
→

平
成

2
8
年

６
月

１
日

（
以

後
、

原
則

、
解

体
工

事
業

を
営

む
に

際
し

解
体

工
事

業
の

許
可

が
必

要
）

○
経

過
措

置
①

施
行

日
時

点
で

と
び

・
土

工
工

事
業

の
許

可
を

受
け

て
解

体
工

事
業

を
営

ん
で

い
る

建
設

業
者

は
、

引
き

続
き
３
年
間

（
平
成
３
１
年
５
月
ま
で

）
は

解
体

工
事

業
の

許
可

を
受

け
ず

に
解

体
工

事
を

施
工

す
る

こ
と

が
可

能
。

（
平

成
３

１
年

６
月

１
日

以
降

は
、

解
体

工
事

業
の

許
可

が
必

要
）

②
施

行
日

前
の

と
び

・
土

工
工

事
業

に
係

る
経

営
業

務
管

理
責

任
者

と
し

て
の

経
験

は
、

解
体

工
事

業
に

係
る

経
営

業
務

管
理

責
任

者
の

経
験

と
み

な
す

。
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解
体

工
事

の
内

容
、
例

示
、
区

分
の
考

え
方

に
つ
い
て

建
設

工
事

の
種

類

（
建

設
業

法
別

表
第

一
の

上
欄

）

建
設

工
事

の
内

容
（
昭

和
47

年
3月

8日
建

設
省

告
示

第
35

0号
）

建
設

工
事

の
例

示
（
平

成
15

年
4月

3日
建

設
業

許
可

事
務

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

）

建
設

工
事

の
区

分
の

考
え

方
（
平

成
14

年
4月

3日
建

設
業

許
可

事
務

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

）

と
び

・
土

工
・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
工

事
イ

）
足

場
の

組
立

て
、

機
械

器
具

・
建

設
資

材
等

の
重

量
物

の
運

搬
配

置
、

鉄
骨

等
の

組
立

て
、

工
作

物
の

解
体

※
等

を
行

う
工

事

ロ
）
～

ハ
）

（
略

）

イ
）
と

び
工

事
、

ひ
き

工
事

、
足

場
等

仮
設

工
事

、
重

量
物

の
揚

重
運

搬
配

置
工

事
、

鉄
骨

組
立

て
工

事
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ブ
ロ

ッ
ク

据
付

け
工

事
、

工
作

物
解

体
工

事
※

ロ
）
～

ハ
）

（
略

）

（
略

）

解
体

工
事

※
工

作
物

の
解

体
を

行
う

工
事

※
工

作
物

解
体

工
事

※


そ
れ

ぞ
れ

の
専

門
工

事
に

お
い

て
建

設
さ

れ
る

目
的

物
に

つ
い

て
、

そ
れ

の
み

を
解

体
す

る
工

事
は

各
専

門
工

事
に

該
当

す
る

。
総

合
的

な
企

画
、

指
導

、
調

整
の

も
と

に
土

木
工

作
物

や
建

築
物

を
解

体
す

る
工

事
は

、
そ

れ
ぞ

れ
土

木
一

式
工

事
や

建
築

一
式

工
事

に
該

当
す

る
。
※

※
平

成
２

８
年

６
月

１
日

か
ら

施
行

。

5

9
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解
体
工
事
の
適
正
な
施
工
確
保
に
関
す
る
検
討
会

＜
委
員
＞

朝
吹
香
菜
子

国
士
舘
大
学
理
工
学
部
准
教
授

笠
井

哲
朗

東
海
大
学
工
学
部
教
授

嘉
納

成
男

早
稲
田
大
学
理
工
学
術
院
教
授

角
田

誠
首
都
大
学
東
京
都
市
環
境
学
部
教
授

湯
浅

昇
日
本
大
学
生
産
工
学
部
教
授

◎
座
長

（
五
十
音
順
、
敬
称
略
）

◎解
体
工
事
の
適
正
な
施
工
を
確
保
す
る
た
め
、
解
体
工
事
に
配
置
さ
れ
る
技
術
者
に
求
め
ら
れ
る
技
術

及
び
知
識
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
設
置
。

＜
開

催
経

緯
＞

・
平

成
２

６
年

８
月

～
平

成
２

７
年

３
月

（
計

６
回

開
催

）
・
平

成
２

７
年

６
月

３
日

中
間

と
り

ま
と

め
公

表
・
平

成
２

７
年

６
月

４
日

～
７

月
６

日
中

間
と

り
ま

と
め

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト

＜
と
り
ま
と
め
（
平
成
２
７
年
９
月
１
６
日
）
＞


新
た
な
解
体
工
事
の
技
術
者
資
格

【
監
理
技
術
者
の
資
格
等

】
・
１
級
土
木
施
工
管
理
技
士
、
１
級
建
築
施
工
管
理
技
士
、
技
術
士
（
建
設
部
門
又
は
総
合
技
術
監
理
部
門

（
建
設
）
）
、
実
務
経
験

※
１
の
い
ず
れ
か
の
資
格
等
を
有
す
る
者

【
主
任
技
術
者
の
資
格
等

】
・
監
理
技
術
者
の
資
格
の
い
ず
れ
か

・
２
級
土
木
施
工
管
理
技
士
（
土
木
）
、
２
級
建
築
施
工
管
理
技
士
（
建
築
又
は
躯
体
）
、

と
び
技
能
士
（
１
級
又
は
２
級
）

、
建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
登
録
試
験
で
あ
る
解
体
工
事
施
工
技
士
、

実
務
経
験

※
２
の
い
ず
れ
か
の
資
格
等
を
有
す
る
者

※
１

主
任
技
術
者
と
し
て
の
要
件
を
満
た
す
者
の
う
ち
、
元
請
と
し
て

4,
5
0
0
万
円
以
上
の
解
体
工
事
に
関
し
２
年
以
上
の
指
導
監
督
的
な
実
務
経
験
を
有
す
る
者

※
２

解
体
工
事
に
関
し
大
卒
（
指
定
学
科
）
３
年
以
上
、
高
卒
（
指
定
学
科
）
５
年
以
上
、
そ
の
他
１
０
年
以
上
の
実
務
経
験
を
有
す
る
者

※
３

土
木
施
工
管
理
技
士
、
建
築
施
工
管
理
技
士
、
技
術
士
に
お
け
る
既
存
資
格
者
に
つ
い
て
は
解
体
工
事
の
実
務
経
験
や
関
連
講
習
の
受
講
な
ど
施
工
能
力
の
確
認
が
必
要

※
４

と
び
技
能
士
（
２
級
）
に
つ
い
て
は
、
合
格
後
、
解
体
工
事
に
関
し
３
年
以
上
の
実
務
経
験
が
必
要

7
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解
体
工
事
業
の
技
術
者
要
件

●
監

理
技

術
者

の
資

格
等

次
の

い
ず

れ
か

の
資

格
等

を
有

す
る

者

・
１

級
土

木
施

工
管

理
技

士
※

１

・
１

級
建

築
施

工
管

理
技

士
※

１

・
技

術
士

（
建

設
部

門
又

は
総

合
技

術
監

理
部

門
（
建

設
）
）
※

２

・
主

任
技

術
者

と
し

て
の

要
件

を
満

た
す

者
の

う
ち

、
元

請
と

し
て
4,
50

0万
円

以
上

の
解

体
工

事
に

関
し

２
年

以
上

の
指

導
監

督
的

な
実

務
経

験
を

有
す

る
者

●
主

任
技

術
者

の
資

格
等

次
の

い
ず

れ
か

の
資

格
等

を
有

す
る

者
・
監

理
技

術
者

の
資

格
の

い
ず

れ
か

・
２

級
土

木
施

工
管

理
技

士
（
土

木
）
※

１

・
２

級
建

築
施

工
管

理
技

士
（
建

築
又

は
躯

体
）
※

１

・
と

び
技

能
士

（
１

級
）

・
と

び
技

能
士

（
２

級
）
合

格
後

、
解

体
工

事
に

関
し

３
年

以
上

の
実

務
経

験
を

有
す

る
者

・
登

録
解

体
工

事
試

験
・
大

卒
（
指

定
学

科
）
３

年
以

上
、

高
卒

（
指

定
学

科
）
５

年
以

上
、

そ
の

他
１

０
年

以
上

の
実

務
経

験

・
土

木
工

事
業

及
び

解
体

工
事

業
に

係
る

建
設

工
事

に
関

し
１

２
年

以
上

の
実

務
の

経
験

を
有

す
る

者
の

う
ち

、
解

体
工

事
業

に
係

る
建

設
工

事
に

関
し

８
年

を
超

え
る

実
務

の
経

験
を

有
す

る
者

・
建

築
工

事
業

及
び

解
体

工
事

業
に

係
る

建
設

工
事

に
関

し
１

２
年

以
上

の
実

務
の

経
験

を
有

す
る

者
の

う
ち

、
解

体
工

事
業

に
係

る
建

設
工

事
に

関
し

８
年

を
超

え
る

実
務

の
経

験
を

有
す

る
者

・
と

び
・
土

工
工

事
業

及
び

解
体

工
事

業
に

係
る

建
設

工
事

に
関

し
１

２
年

以
上

の
実

務
の

経
験

を
有

す
る

者
の

う
ち

、
解

体
工

事
業

に
係

る
建

設
工

事
に

関
し

８
年

を
超

え
る

実
務

の
経

験
を

有
す

る
者

※
１

平
成
27

年
度

ま
で

の
合

格
者

に
対

し
て

は
、

解
体

工
事

に
関

す
る

実
務

経
験

１
年

以
上

又
は

登
録

解
体

工
事

講
習

の
受

講
が

必
要

。
※

２
当

面
の

間
、

解
体

工
事

に
関

す
る

実
務

経
験

１
年

以
上

又
は

登
録

解
体

工
事

講
習

の
受

講
が

必
要

。
8
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と
び
・
土
工
工
事
業
の
技
術
者
要
件

●
主

任
技

術
者

の
資

格
等

（
追

加
）

・
と

び
・
土

工
工

事
業

及
び

解
体

工
事

業
に

係
る

建
設

工
事

に
関

し
十

二
年

以
上

実
務

の
経

験
を

有
す

る
者

の
う

ち
、

と
び

・
土

工
工

事
業

に
係

る
建

設
工

事
に

関
し

八
年

を
超

え
る

実
務

の
経

験
を

有
す

る
者

9
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解
体
工
事
業
の
技
術
者
要
件
に
関
す
る
経
過
措
置

○
技

術
者

要
件

に
関

す
る

経
過

措
置

平
成

３
３

年
３

月
３

１
日

ま
で

の
間

は
、

と
び

・
土

工
工

事
業

の
技

術
者

（
既

存
の

者
に

限
る

。
）

も
解

体
工

事
業

の
技

術
者

と
み

な
す

。

（
例

１
）
平

成
２

７
年

度
ま

で
に

合
格

し
た

１
級

建
築

施
工

管
理

技
士

の
場

合

平
成

３
３

年
３

月
３

１
日

ま
で

平
成

３
３

年
４

月
１

日
以

降

解
体

工
事

業
の

技
術

者
と

み
な

す
解

体
工

事
業

の
技

術
者

で
は

な
い

→
解

体
工

事
に

関
し

１
年

以
上

の
実

務
経

験
を

有
し

て
い

る
又

は
登

録
解

体
工

事
講

習
を

受
講

し
て

い
れ

ば
、

解
体

工
事

業
の

技
術

者
と

な
る

（
例

２
）
平

成
２

７
年

度
ま

で
に

合
格

し
た

２
級

土
木

施
工

管
理

技
士

（
薬

液
注

入
）
の

場
合

平
成

３
３

年
３

月
３

１
日

ま
で

平
成

３
３

年
４

月
１

日
以

降

解
体

工
事

業
の

技
術

者
と

み
な

す
解

体
工

事
業

の
技

術
者

で
は

な
い

10
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と
び
・
土

工
工

事
業

の
経

過
措

置
に
つ
い
て

法
公

布
（
H2

6.
6）

法
施

行
（
H2

8.
6）

新
設

（
H3

1.
6）

（
H3

3.
4）

と
び

・
土

工
工

事
業

の
許

可
で

解
体

工
事

を
請

け
負

う
こ

と
が

で
き

る

と
び

・土
工

工
事

業

解
体

工
事

業

と
び

・
土

工
工

事
業

の
許

可
業

者
に

対
す

る
経

過
措

置
（
再

掲
）

と
び

・
土

工
工

事
業

の
技

術
者

に
対

す
る

経
過

措
置

と
び

・
土

工
工

事
業

の
技

術
者

（
既

存
の

者
に

限
る

）
も

解
体

工
事

業
の

技
術

者
と

み
な

す

経
過

措
置

期
間

11
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法
施
行
前
後
の
と
び
・
土
工
工
事
業
及
び
解
体
工
事
の
実
務
経
験
年
数
の
取
扱

法
施

行
前

法
施

行
後

法
施

行
後

と
び

・
土

工
工

事
業

解
体

工
事

業

法
施

行
後

と
び

・
土

工


新

と
び

・
土

工
工

事
の

実
務

経
験

年
数

は
、

旧
と

び
・
土

工
工

事
の

全
て

の
実

務
経

験
年

数
と

す
る

。


解

体
工

事
の

実
務

経
験

年
数

は
、

旧
と

び
・
土

工
工

事
の

実
務

経
験

年
数

の
う

ち
解

体
工

事
に

係
る

実
務

経
験

年
数

※
と

す
る

。

解
体

法
施

行
前

と
び

・
土

工
う

ち
解

体
分

３
年

８
年

８
年

３
年

※
解

体
工

事
の

実
務

経
験

年
数

の
算

出
に

つ
い

て
は

、
請

負
契

約
書

で
工

期
を

確
認

し
、

解
体

工
事

の
実

務
経

験
年

数
と

す
る

。
そ

の
際

、
１

つ
の

契
約

書
で

解
体

工
事

以
外

の
工

事
も

あ
わ

せ
て

請
け

負
っ

て
い

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
当

該
契

約
の

工
期

を
解

体
工

事
の

実
務

経
験

年
数

と
す

る
。

（
注

意
）
実

務
経

験
の

み
で

技
術

者
と

な
る

場
合

は
、

技
術

者
要

件
を

満
た

す
実

務
経

験
年

数
が

必
要

。

法
施

行
前

、
法

施
行

後
の

実
務

経
験

の
算

出
例

12
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登
録

解
体

工
事

講
習

に
つ
い
て

科
目

内
容

解
体

工
事

の
関

係
法

令
に

関
す

る
科

目
廃

棄
物

処
理

法
、

建
設

リ
サ

イ
ク

ル
法

、
そ

の
他

関
係

法
令

に
関

す
る

事
項

解
体

工
事

の
工

法
に

関
す

る
科

目
木

造
、

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
そ

の
他

の
構

造
に

応
じ

た
解

体
工

事
の

施
工

方
法

に
関

す
る

事
項

解
体

工
事

の
実

務
に

関
す

る
科

目
解

体
工

事
の

作
業

の
特

性
等

の
実

務
に

関
す

る
事

項

合
計

時
間

３
．

５
時

間
以

上

登
録

解
体

工
事

講
習

の
内

容

※
平

成
28

年
6月

1日
よ

り
登

録
講

習
申

請
開

始
、

登
録

後
順

次
、

官
報

公
告

を
行

う
。

登
録

解
体

工
事

講
習

修
了

証
の

様
式

13
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re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

３
．
技
術
検
定
の
受
検
資
格
緩
和
に
つ
い
て

（
施
行
：
平
成
2
8
年
4
月
1
日
）

H2
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○
全

て
の

受
検

者
に

対
し

２
級

学
科

試
験

の
受

験
に

実
務

経
験

を
不

要
と

し
、

早
期

受
験

が
可

能

→
 主

任
技

術
者

２
級

学
科

高
校

①
②

③
高

校
卒

（
指

定
学

科
）

２
級

学
科

実
務

経
験

２
級

実
地

１
年

前
倒

し

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

1
5
才

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

→
 主

任
技

術
者

高
校

4.
5

①
②

③
④

２
級

学
科

２
級

実
地

高
校

卒
（
指

定
学

科
以

外
）

２
級

学
科

実
務

経
験

７
年

前
倒

し

（
指

定
学

科
以

外
）

工
業

高
校

等
指

定
学

科

普
通

高
校

等
指

定
学

科
以

外

２
級
技
術
検
定
（
施
工
管
理
技
士
試
験
）
学
科
試
験
の
早
期
受
験

23
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M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

４
．
専
門
学
校
の
取
扱
い

（
施
行
：
平
成
2
8
年
４
月
１
日
）

H2
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（
年

齢
）

２
２

２
１

２
０

１
９

１
８

１
７

１
６

１
５

高 等 専 門 学 校
高

等
学

校

高
等

専
修

学
校

中
学

校

短
期

大
学

大 学大 学 院

専
門

学
校

〔
専

修
学

校
専

門
課

程
〕

１
年

制

２
年

制

３
年

制

４
年

制

う
ち

う
ち

大
学

院
へ

入
学

が
可

能

大
学

へ
編

入
学

が
可

能

大
学

卒
と

同
等

と
扱

う

専
修

学
校

高
等

課
程

短
大

卒
と

同
等

と
扱

う

高
校

卒
と

同
等

と
扱

う

「
専

門
士

」

「
高

度
専

門
士

」

建
設

業
法

に
お

け
る

扱
い

専
門
学
校
の
取
扱
い

（
主
任
技
術
者
の
資
格
要
件
、
受
検
資
格
）
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M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

５
．
資
格
者
証
と
講
習
修
了
証
の
統
合
に
つ
い
て

（
施
行
：
平
成
2
8
年
６
月
１
日
）

H2

22



監
理
技
術
者
資
格
者
証
と
監
理
技
術
者
講
習


元

請
業

者
が

工
事

現
場

に
専

任
で

配
置

す
る

監
理

技
術

者
は

、
元

請
業

者
と

直
接

的
か

つ
恒

常
的

な
雇

用
関

係
に

あ
る

者
で

「
監

理
技

術
者

資
格

者
証

」
の

交
付

を
受

け
て

お
り

、
か

つ
監

理
技

術
者

講
習

を
受

け
て

い
る

者
の

中
か

ら
選

任
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（
建

設
業

法
第
26

条
第
4項

）


選

任
さ

れ
た

監
理

技
術

者
は

、
当

該
選

任
の

期
間

中
の

い
ず

れ
の

日
に

お
い

て
も

そ
の

日
の

前
５

年
以

内
に

行
わ

れ
た

講
習

を
受

講
し

て
い

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

現
行

の
監

理
技

術
者

資
格

者
証

（
左

）
と

監
理

技
術

者
講

習
修

了
証

（
右

）

（
表

面
）

（
裏

面
）

（
表

面
）

（
裏

面
）

（
表

面
）

（
裏

面
）

改
善

後
の

監
理

技
術

者
資

格
者

証

統 合

氏
名

年
月

日
生

本
籍

住
所

初
回

交
付

年
月

日
交

付
年

月
日

交
付

番
号

第
号

監
理

技
術

者
資

格
者

証
平

成
年

月
日

ま
で

有
効

所
属

建
設

業
者

許
可

番
号

有
す

る
資

格
建

設
業

の
種

類
土

建
大

左
と

石
屋

電
管

タ
鋼

筋
舗
し

ゆ
板

ガ
塗

防
内

機
絶

通
園

井
具

水
消

清
解

有
・

無

写
真

国
土
交

通
大

臣
指

定
資

格
者

証
交
付
機

関
代

表
者

印

監
理

技

術
者

講

習
修

了

履
歴

修
了
証
番

号
：
第

号
修

了
年

月
日

：

氏
名
：

生
年

月
日

：

講
習
実

施
機

関
名
：

印

資 格 者 証 備 考

氏
名

年
月

日
生

本
籍

住
所

初
回

交
付

年
月

日
交

付
年

月
日

交
付

番
号

第
号

監
理

技
術

者
資

格
者

証
平

成
年

月
日

ま
で
有
効

所
属

建
設

業
者

許
可

番
号

有
す

る
資

格
建

設
業

の
種

類
土

建
大

左
と

石
屋

電
管

タ
鋼

筋
舗
し
ゆ

板
ガ

塗
防

内
機

絶
通

園
井

具
水

消
清

有
・

無

写
真

国
土
交
通
大
臣

指
定
資
格
者
証

交
付
機
関
代
表
者

印

備
考

※
講

習
修

了
者

が
ラ

ベ
ル

を
貼

る
又

は
CE

で
修

了
情

報
を

確
認

出
来

た
場

合
は

印
字

27
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各種様式の改正について

様式

項番04に「解」欄が追加

項番14下に「経営業務の管理責任者の氏名」欄が追加

「経営業務の管理責任者」欄の削除

下部記載要領３の削除

別紙二（１）
【営業所一覧表（新規許可等）】

項番83、88に「解」欄が追加

様式第八号
【専任技術者証明書】

項番64に「解」欄が追加

様式第十一号の二
【国家資格者等・監理技術者一覧表】

項番74に「解」欄が追加

様式第十二号
【許可申請者の住所、生年月日等に関する
調書】

記載要領４が追加

様式第十三号
【建設業法施行令第３条に規定する使用人
の住所、生年月日等に関する調書】

「現所」が「住所」に変更

様式第二十号の三
【健康保険等の加入状況】

変更届出の対象となったことによる記載欄の追加

※記載事項に変更を生じたときは毎事業年度経過後４月以内
に提出
※当該変更届出に伴う変更届出書（様式第二十二号の二）の
提出は不要

様式第二十二号の二
【変更届出書（第二面）】

項番83、88に「解」欄が追加

様式第二十二号の三
【届出書】

下部(5)中の「第11号」を「第13号」に変更

様式第二十二号の四
【廃業届】

項番56、57に「解」欄が追加

様式第一号
【建設業許可申請書】

別紙一
【役員等の一覧表】

変更点

24



変
行政庁側記入欄

許可年月日

１．す　る
般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

１．法人
, , ２．個人

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号

所属等 氏名 電話番号

月 日
知事 特

号 平成 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

旧 許 可 番 号 １ ６
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

経営業務の管理責
任 者 の 氏 名

3

許可換えの 区分 １ ５ （１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

又 は 出 資 総 額
3

建設業以外に行つている営業の種類
兼 業 の 有 無 １ ４ （ ）

（千円） 法人又は個人の別 （ ）

3 5 10 12

資 本 金 額
１ ３

フ ァ ッ ク ス 番 号

電 話 番 号－郵 便 番 号 １ ２

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

20

主たる営業 所の
所 在 地

１ １

主たる営業 所の
所在地市区 町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

１ ０ 都道府県名

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
０ ９

個 人 の 氏 名

代表者又は 個人
の氏名のフリガナ

０ ８

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 ０ ７

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ６

3 5 10 15 20

20 25 30

０ ５

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）
申請時にお いて
既に許可を受けて
い る 建 設 業

3 5 10 15

清 解
許可を受け よう

０ ４

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 ほしゆ板

日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

年 月

3 5 7

申 請 年 月 日 ０ ３ 平成

）
３．般 ・ 特 新 規 ６． ９． 期間の調整

５．更 新 ８． 許可の有効

７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新 4

（申 請 の 区 分 ０ ２
２．

日
知事 特

年
般

－ ）第

許 可 換 え 新 規 業 種 追 加 ＋ 更 新

号 平成

3 １．新 規 ４．業 種 追 加

15

国土交通大臣
月許可許 可 番 号 ０ １ （

項 番 3 5 10 11 13

知事 殿 申請者 印

大臣コード
知事

建　設　業　許　可　申　請　書
この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

平成　　　　年　　　　月　　　　日
地方整備局長

北海道開発局長

様式第一号（第二条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ １
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平成　　　年　　　月　　　日

別紙一 （用紙Ａ４）

役　員　等　の　一　覧　表

役員等の氏名及び役名等

氏
フリ

名
ガナ

役　　名　　等 常勤・非常勤の別

１　法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限
  る。以下「株主等」という。）について記載すること。
２　「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・非常勤の別」の欄に記載することを要しない。
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別紙二（１）

行政庁側記入欄

許可年月日
変

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

20 25 30

変更前

と す る 建 設 業
(

１．一般
２．特定

)3 5 10 15

消 清 解
営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称
23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4

20 25 30

変更前

と す る 建 設 業
(

１．一般
２．特定

)3 5 10 15

消 清 解
営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

従たる営業所の
所 在 地

8 6

5 10 15 20

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3

8 5 都道府県名

23 25 30 35 40

従 た る 営 業 所 の
8 4

名 称

3 5 10 15 20

)3 5 10 15 20 25 30

と す る 建 設 業
(

１．一般
２．特定

変更前

営 業 し よ う
8 3

井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園筋 ほしゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼

（主たる営業所）

主たる営業所の
名 称

土 建 大 左 と

月 日号 平成 年第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

10 11 13 15

許 可 番 号 8 2

大臣コード
知事

項 番 3 5

（用紙Ａ４）

営業所一覧表（新規許可等）

項 番 3

区 分 8 1 1
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（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　者の追加 　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

専 任 技 術 者
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
平成　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

現在担当している
建設工事の種類

25 30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４

具 水 消 清 解
3 5 10 15 20

内 機 絶 通 園 井ほしゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋

年 月 日

土 建 大 左 と 石

生年月日

10 15 18 20

氏 名 ６ ３

専 任 技 術 者
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

項 番 フリガナ
3 5

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
平成　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

現在担当している
建設工事の種類

25 30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４

具 水 消 清 解
3 5 10 15 20

内 機 絶 通 園 井ほしゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋

年 月 日

土 建 大 左 と 石

生年月日

10 15 18 20

氏 名 ６ ３

専 任 技 術 者
の 住 所

営業所の名称
（ 新 所 属 ）

項 番 フリガナ
3 5

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
平成　　　年　　　月　　　日 （ 旧 所 属 ）

有 資 格 区 分 ６ ５

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

設 工 事 の 種 類

現在担当している
建設工事の種類

25 30

今後担当する建
６ ４

具 水 消 清 解
3 5 10 15 20

内 機 絶 通 園 井ほしゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋土 建 大 左 と 石

生年月日 年 月 日

20

氏 名 ６ ３

記

項 番 フリガナ
3 5 10 15 18

月 日
知事 特

号 平成 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ６ ２
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

知事 届出者 印

専任技術者証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

平成　　　年 　　月 　　日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３
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殿

１．新規許可又 ２．一般建設業の許可のみ→ ３．有資格区分等 ４．技術者の ５．技術者の削除
　　は許可換え 　　特定建設業の許可を申請 　　の変更 　　追加

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

15 17

有 資 格 区 分 ７ ５

3 5 7 9 11 13
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

既提出の一覧表における
建 設 工 事 の 種 類

30

７ ４

消 清 解
今後担当できる建設工事
の種類（建設業法第15条
第２号ロ又はハ関係）

3 5 10 15 20 25
絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ

月 日

土 建 大 左 と 石 屋 電

生年月日 年

15 18 20

氏 名 ７ ３

フリガナ
3 5 10

有 資 格 区 分 ７ ５

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17
１ ２ ３ ４ ５ ６

既提出の一覧表における
建 設 工 事 の 種 類

７ ４

清 解
今後担当できる建設工事
の種類（建設業法第15条
第２号ロ又はハ関係）

3 5 10 15 20 25 30
通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 ほしゆ板

日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

生年月日 年 月

18 20

氏 名 ７ ３

フリガナ
3 5 10 15

15 17

有 資 格 区 分 ７ ５

3 5 7 9 11 13
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

既提出の一覧表における
建 設 工 事 の 種 類

30

７ ４

消 清 解
今後担当できる建設工事
の種類（建設業法第15条
第２号ロ又はハ関係）

3 5 10 15 20 25
絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ

月 日

土 建 大 左 と 石 屋 電

生年月日 年

15 18 20

氏 名 ７ ３

フリガナ
3 5 10

有 資 格 区 分 ７ ５

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17
１ ２ ３ ４ ５ ６

既提出の一覧表における
建 設 工 事 の 種 類

25 30

７ ４

水 消 清 解
今後担当できる建設工事
の種類（建設業法第15条
第２号ロ又はハ関係）

3 5 10 15 20
機 絶 通 園 井 具しゆ板 ガ 塗 防 内電 管 タ 鋼 筋 ほ

年 月 日

土 建 大 左 と 石 屋

生年月日氏 名 ７ ３

記

項 番 フリガナ
3 5 10 15 18 20

月 日
知事 特

号 平成 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ７ ２
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

知事 届出者 印
項 番 3

区 分 ７ １

国家資格者等・監理技術者一覧表（新規・変更・追加・削除）

（１）　国家資格者等及び監理技術者の一覧は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、国家資格者等・監理技術者一覧表の技術者に変更があつたので、届出をします。

平成　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

様式第十一号の二（第四条、第十条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ７
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記載要領

３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

４　顧問及び相談役については、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

法定代理人の役員等 」

２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の
　　５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

６　様式第７号別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

１ 「 法 人 の 役 員 等
本 人

　については、不要のものを消すこと。
法 定 代 理 人

　上記のとおり相違ありません。

　
平成　　　　年　　　　月　　　　日 氏　名　 印

罰

役 名 等

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

賞

住 所

氏 名 生 年 月 日 　　　　　年　　　　月　　　　日生　

様式第十二号（第四条関係） （用紙Ａ４）

許可申請者

法 人 の 役 員 等

の住所、生年月日等に関する調書
本 人

法 定 代 理 人

法定代理人の役員等
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記載要領

　
平成　　　　年　　　　月　　　　日 氏　名　 印

「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　上記のとおり相違ありません。

罰

賞

営 業 所 名

職 名

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

住 所

氏 名 生 年 月 日 　　　　　年　　　　月　　　　日生　

様式第十三号（第四条関係）

（用紙Ａ４）

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書
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殿

許可年月日

（営業所毎の保険加入の有無）

厚生年金保険

雇用保険

合計 　　　　人
（　　　　　人）

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

厚生年金保険

雇用保険

　　　　人
（　　　　　人）

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

厚生年金保険

雇用保険

　　　　人
（　　　　　人）

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

営業所の名称 従業員数
保険加入の有無

事業所整理記号等
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

日
知事 特

年 月号 平成）第許 可 番 号
国土交通大臣

許可（
般

－

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

知事 届出者 印

様式第二十号の三（第四条、第十条関係） （用紙Ａ４）

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、届出をします。

平成　　　年　　　月　　　日
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許可年月日

変

（従たる営業所）

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 ほしゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25

30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3

3 5 10 15 20 25
井 具 水 消 清 解防 内 機 絶 通 園筋 ほしゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼

（主たる営業所）

土 建 大 左 と

日
知事 特

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

年 月号 平成
般

－ ）第

15

許 可 番 号 8 2
国土交通大臣

許可（

項 番 3 5 10 11 13

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変更

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

大臣
コード

知事

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 　
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

変
更

（３）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

殿

許可年月日

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

　　　　　　　　　　　　　(5)　建設業法第８条第１号及び第７号から第13号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

月 日

　　　　　　　　　　　　　(3)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔専任の技術者〕を満たさなくなつた場合
　　　　　　　　　　　　　(4)　専任の技術者を削除した場合

年生年月日氏 名 ５ ２

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者〕を満たさなくなつた場合
　　　　　　　　　　　　　(2)　経営業務の管理責任者を削除した場合

3 5 10 13 14 16 18

月 日号 平成 年第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

10 11 13 15

許 可 番 号 ５ １

項 番
大臣

コード
知事

3 5

（５）　欠格要件に該当するに至つた
平成　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長

知事 届 出 者 印

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた
（２）　経営業務の管理責任者を削除した

下記のとおり、
　　 に掲げる基準を満たさなくなつた
（４）　専任の技術者を削除した

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

変
更

許可年月日

【備考】
平成　　　年　　　月　　　日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

日

廃業等の年月日

廃 業 等 の 理 由

年 月

3 5 7

決裁年月日 ５ ９ 平成

3

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

25 30

５ ７

（
１．一般
２．特定

）
届出時に許可を
受けている建設業

3 5 10 15 20

清 解

廃止した建設業 ５ ６

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 ほしゆ板

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

月 日号 平成 年第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

許 可 番 号 ５ ５

3 5 10 11 13 15

（
１．全部の業種の廃業

）
２．一部の業種の廃業

大臣
コード

知事

項 番 3

届 出 の 区 分 ５ ４

廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

平成　　　年　　　月　　　日

地方整備局長
北海道開発局長

知事 殿 届出者 印

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ９
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　「１」･･･法第７条第２号イ該当（指定学科を卒業後、一定期間以上の実務経験）

　「４」･･･法第７条第２号ロ該当（１０年以上の実務経験）

　「７」･･･法第７条第２号ハ該当（国家資格取得者等）

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

０１ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

0A 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

０２ 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 ４

0B 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 ４

１１ 7 7 7

１A 7 7 7 ７

１２ 7 7 7

１B 7 7 7 ７

１３ 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

1C 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

１４ 7 7 7 7 7 7 7 ７

1D 7 7 7 7 7 7 7 ７

１５ 7

１６ 7

1E 7 ７

２０ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

2A 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

２１ 7 ７

２２ 7 7 7 7 7 ７

2B 7 7 7 7 7 ７

２３ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

２７ 7

２８ 7

２９ 7

３０ 7

３３ 7

３４ 7

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

３７ 7 7 7 7 7 7

３８ 7 7 7 7 7

３９ 7

４１ 7 7 7 7 7 7 ７

4A 7 7 7 7 7 7 ７

４２ 7 7 7 7 7 7 7 7

4B 7 7 7 7 7 7 7 ７

４３ 7 7

4C 7 7 ７

４４ 7 7

４５ 7

４６ 7 7

４７ 7 7

４８ 7 7 7

４９ 7 7 7

4D 7 7 7 ７

５０ 7

５１ 7 7 7

5A 7 7 7 ７

５２ 7

５３ 7 7

５４ 7 7 7

５５ 7

５６ 7

電気事業法 免状 ５８ 7

電気通信事業法 資格者証 ５９ 7

水　道　法 免状 ６５ 7

６８ 7

６９ 7

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

鋼構造物塗装

薬 液 注 入

土木（附則第４条
該 当 ）

１級建設機械施工技士（附則第４条該当）

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）（附則第４条該当）

２級土木施工管理技士
種
別

薬液注入（附則第
４ 条 該 当 ）

土 木

別表（二）　有資格コード一覧（一般建設業）１／２

法第７条第2号　イ　該当（指定学科卒業＋実務経験）

法第７条第２号　ロ　該当（１０年の実務経験）

コード 資格区分
建設業の種類

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）

合
格
証
明
書

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

仕 上 げ

１級土木施工管理技士（附則第４条該当）

建
築
士
法

免
許
証

１級建築士

２級建築士

木造建築士

種
別

建 築

躯体（附則第４条
該 当 ）

２級建築施工管理技士
躯 体

技
術
士
法

登
録
証

建設 ・ 総合技術監理（建設）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）（附則第４条該当）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）（附則第４条該当）

電気工事士法 免状
第１種電気工事士

第２種電気工事士 【３年】

【５年】電気主任技術者　（第１種～第３種）

電気通信主任技術者 【５年】

給水装置工事主任技術者 【１年】

消　防　法 免状
甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

法第７条第2号　イ　該当（指定学科卒業＋実務経験）（事務管理用）

法第７条第２号　ロ　該当（１０年の実務経験）（事務管理用）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）（附則第４条該当）

１級建築施工管理技士（附則第４条該当）

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

建設 ・ 総合技術監理（建設）（附則第４条該当）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）（附則第４条該当）

１級電気工事施工管理技士
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

７１ 7

６４ ７ 7

6B 7 7 ７

７２ 7

57 7 ７

5B 7 ７

７３ 7

7A 7 ７

６６ 7

6C 7 ７

７４ 7

７５ 7

７６ 7

７０ ７ 7 ７

７７ 7

７８ 7

７９ 7 7

８０ 7

８１ 7

８２ 7

８３ 7

８４ 7 7

８５ 7

８６ 7

８７ 7

８８ 7

８９ 7

９０ 7

９１ 7

６７ 7

９２ 7

９３ 7

９４ 7

９５ 7

９６ 7

９７ 7

９８ 7

６１ 7 7

6A 7 7 ７

６２ 7 7

６３ 7 7

60 ７

９９ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

9A 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

地すべり防止工事（附則第４条該当） 【１年】

板金・板金工・打出し板金

かわらぶき・スレート施工

ガラス施工

塗装・木工塗装・木工塗装工

建築塗装・建築塗装工

金属塗装・金属塗装工

建設業の種類

とび・とび工

とび・とび工（附則第４条該当）

型枠施工（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（附則第４条該当）

型枠施工

建築板金「ダクト板金作業」

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工

石工・石材施工・石積み

鉄工（注２）・製罐
せいかん

ウェルポイント施工（附則第４条該当）

ウェルポイント施工

解体工事

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管

給排水衛生設備配管

配管（注１）・配管工

タイル張り・タイル張り工

築炉・築炉工・ れんが積み

鉄筋組立て・鉄筋施工（注３）

工場板金

建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工

別表（二）　有資格コード一覧（一般建設業）２／２

コード 資格区分

職
業
能
力
開
発
促
進
法

建築大工

左官

コンクリート圧送施工

板金・建築板金・板金工（注４）

建築設備士 【１年】

計装 【１年】

噴霧塗装

路面標示施工

畳製作 ・ 畳工

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工 

熱絶縁施工

その他

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当

造園　

防水施工

さく井

地すべり防止工事 【１年】

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当（事務管理用）

※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。
ただし、平
成16年4月
1日時点で合
格していた
者は実務経
験1年以上。

備考

・資格区分右端の【 】内に記載されている年数は、当該欄に記載されている資格試験の合格後に必要とされている実務経験年数です。資格証等

の写しの他に様式第九号（実務経験証明書）が必要となります。

（注１） 配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和４８年政令第９８号。以下「昭和４８年改正政令」といいます。）による改正後の
配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

（注２） 鉄工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「製造物鉄工作業」とするものに限
られます。

（注３） 鉄筋施工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作
業」とするものの双方に合格した者に限られます。

（注４） 板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、昭和４８年改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、
選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

（注５） 土木：昭和４８年改正政令による改正後の土木とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。
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特定建設業指定７業種

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

０１ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 ２

0A 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 ２

０２ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 ５

0B 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 ５

０３ 3 3 3 3 3 3 3

０４ 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 ６

１１ 9 9 9

１A 9 9 9 ９

１２ 8

１B 8 ８

１３ 9 9 9 9 9 9 9 9 ９

1C 9 9 9 9 9 9 9 9 ９

１４ 8 8 8 8 ８

1D 8 8 8 8 ８

１５ 8

１６ 8

1E 8 ８

２０ 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 ９

2A 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 ９

２１ ８

２２ 8 8 8 8 ８

2B 8 8 8 8 ８

２３ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

２７ 9

２８

２９ 9

３０

３３ 9

３４

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

３７ 9 9 9 9 9 9

３８ 8 8 8 8

３９ 8

４１ 9 9 9 9 9 9 ９

4A 9 9 9 9 9 9 ９

４２ 9 9 9 9 9 9 9 ９

4B 9 9 9 9 9 9 9 ９

４３ 9 9

4C 9 9 ９

４４ 9 9

４５ 9

４６ 9 9

４７ 9 9

４８ 9 9 9

４９ 9 9 9

4D 9 9 9 ９

５０ 9

５１ 9 9 9

5A 9 9 9 ９

５２ 9

５３ 9 9

５４ 9 9 9

５５

５６

電気事業法 ５８

電気通信事業法 ５９ 8

水　道　法 ６５

６８ 8

６９ 8

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 清

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）（附則第４条該当）

法第１５条第２号　ハ　該当 （同号ロと同等以上）

建設 ・ 総合技術監理（建設）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）（附則第４条該当）

２級建築施工管理技士

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

１級電気工事施工管理技士

躯 体

１級建設機械施工技士（附則第４条該当）

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）（附則第４条該当）

２級土木施工管理技士
種
別

薬液注入（附則第
４ 条 該 当 ）

２級管工事施工管理技士

薬 液 注 入

躯体（附則第４条
該 当 ）

別表（三）　有資格コード一覧（特定建設業）１／２

「２」･･･法第７条第２号イ及び法第１５条第２号ロ該当（指定学科を卒業後、一定以上の実務経験＋２年以上の指導監督的実務経験）

「３」･･･法第１５条第２号ハ該当（同号イと同等以上として国土交通大臣の認定を受けた者）

「５」･･･法第７条第２号ロ及び法第１５条第２号ロ該当（１０年以上の実務経験＋２年以上の指導監督的実務経験）

「６」･･･法第１５条第２号ハ該当（同号ロと同等以上として国土交通大臣の認定を受けた者）

法第７条第2号　イ　該当（事務管理用）

「８」･･･法第７条第２号ハ及び法第１５条第２号ロ該当（一般建設業の要件を満たす国家資格＋２年以上の指導監督的実務経験）

「９」･･･法第１５条第２号イ該当（国家資格取得者等）

コード 資格区分

１級建築施工管理技士

法第７条第2号　イ　該当

法第７条第２号　ロ　該当

土 木

鋼構造物塗装

法第１５条第２号　ハ　該当（同号イと同等以上）

建設業の種類

建
築
士
法

１級建築士

２級建築士

木造建築士

２級電気工事施工管理技士

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）

１級土木施工管理技士

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

１級建築施工管理技士（附則第４条該当）

１級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）（附則第４条該当）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）（附則第４条該当）

建設 ・ 総合技術監理（建設）（附則第４条該当）

電気工事士法
第１種電気工事士

第２種電気工事士 【３年】

技
術
士
法

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

電気主任技術者　（第１種～第３種） 【５年】

電気通信主任技術者 【５年】

給水装置工事主任技術者 【１年】

消　防　法
甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

法第７条第２号　ロ　該当（事務管理用）

１級土木施工管理技士（附則第４条該当）

種
別

建 築

仕 上 げ

土木（附則第４条
該 当 ）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

７１ 8

６４ 8 8

6B 8 8 ８

７２ 8

57 8 ８

5B 8 ８

７３ 8

7A 8 ８

６６ 8

6C 8 ８

７４

７５

７６

７０ ８ ８

７７ 8

７８ 8

７９ 8 8

８０ 8

８１

８２ 8

８３ 8

８４ 8 8

８５ 8

８６ 8

８７ 8

８８ 8

８９ 8

９０ 8

９１ 8

６７ 8

９２ 8

９３ 8

９４ 8

９５ 8

９６

９７ 8

９８ 8

６１ 8 8

6A 8 8 ８

６２

６３

60 ８

９９ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 ８

9A 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

３５～３６

別表（三）　有資格コード一覧（特定建設業）２／２

コード 資格区分

職
業
能
力
開
発
促
進
法

建築大工

とび・とび工（附則第４条該当）

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管

型枠施工

左官

建設業の種類

とび・とび工

給排水衛生設備配管

型枠施工（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（附則第４条該当）

ウェルポイント施工（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工

ウェルポイント施工

かわらぶき・スレート施工

タイル張り・タイル張り工

築炉・築炉工・ れんが積み

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工

建築板金「ダクト板金作業」

配管（注１）・配管工

石工・石材施工・石積み

鉄工（注２）・製罐
せいかん

鉄筋組立て・鉄筋施工（注３）

工場板金

板金・建築板金・板金工（注４）

板金・板金工・打出し板金

ガラス施工

塗装・木工塗装・木工塗装工

建築塗装・建築塗装工

金属塗装・金属塗装工

噴霧塗装

解体工事

路面標示施工

畳製作 ・ 畳工

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工 

熱絶縁施工

建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工

造園　

防水施工

地すべり防止工事（附則第４条該当）

【１年】

【１年】

さく井

地すべり防止工事

建築設備士 【１年】

計装 【１年】

その他

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当（事務管理用）

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当

※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。
ただし、平
成16年4月
1日時点で合
格していた
者は実務経
験1年以上。

備考

・資格区分右端の【 】内に記載されている年数は、当該欄に記載されている資格試験の合格後に必要とされている実務経験年数です。資格証等

の他に様式第９号（実務経験証明書）が必要となります。

（注１） 配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和４８年政令第９８号。以下「昭和４８年改正政令」といいます。）による改正後の
配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

（注２） 鉄工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「製造物鉄工作業」とするものに限
られます。

（注３） 鉄筋施工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作
業」とするものの双方に合格した者に限られます。

（注４） 板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、昭和４８年改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、
選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

（注５） 土木：昭和４８年改正政令による改正後の土木とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。
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経営事項審査制度の改正等について 

 

Ⅰ．「解体工事業」追加に係る経営事項審査制度の改正と経過措置について 

 

１．業種区分「解体工事」の新設に伴い、解体工事業に係る経営事項審査が新設されます。 

 

これまでの「とび・土工工事業」（「旧とび・土工工事業」）が 

①「とび・土工工事業」（「新とび・土工工事業」） 

②「解体工事業」           

  に分離されます。 

また、経過措置期間中においては 

   ③「とび・土工工事・解体工事（経過措置）」が設定されます。 

 

経営事項審査に係る経過措置は別紙のとおりです。 

 

 

２．技術職員名簿の「有資格区分コード」が変更となります。 

 （経営事項審査の手引き（以下「手引き」という。）Ｐ４２～４５） 

 

施行の際、現にとび・土工工事業に関し学卒及び経験年数で規定される者と同等以上の知識及び

技術又は技能を有するものと認定した者については、平成３３年３月３１日までの間に限って国

土交通大臣が認定する者とみなされます。（附則第４条） 

（例）別表四 「有資格区分コード」 

１１３：１級土木施工管理技士 

  → １１Ｃ：１級土木施工管理技士（附則第４条該当） 

２２２：２級建築施工管理技士（躯体） 

  → ２２Ｂ：２級建築施工管理技士（躯体）（附則第４条該当） 

 

※附則第４条に該当する技術者（改正規則施行時に旧とび・土工・コンクリートの資格を持ち、解

体工事の技術者とみなされる者）の該当コードは末尾の数字がアルファベットに置き換えて使用

し、経過措置期間中に解体工事業の資格を取得した者については、末尾が数字のコードを使用でき

ます。 

しかし、経過措置期間を過ぎても解体工事業の資格を取得しなかった者は、解体工事業の資格が

なくなります。 

  また、これは経過措置のため解体の許可を有さない限りは解体についての経審の申請はできま

せん。「旧とび・土工工事業許可」「解体工事業未許可」の場合は解体の完成工事高については、そ

の他工事に計上し、技術職員名簿で「２９」「０６０」のコードを使用することはできません。 
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３．解体工事業追加に関連して様式が改正されます。（手引きＰ１１２） 

 

（１）様式第二十五号の十一 （２０００１帳票） 

経営規模等評価申請書・経営規模等評価再審査申立書・総合評定値請求書 

・１５カラム、１６カラムに「解体工事業（解）」の項目が追加されます。 

 

 

（２）様式第二十五号の十二 

  経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書 

  ・建設工事の種類に、「解体」及び「とび・土工・コンクリート・解体（経過措置）」欄が追加さ 

れます。 

 

解体工事業の許可を取得しない場合でも、施行前にとび・土工工事業として申請していたもの

のうち、解体工事に該当するものについては完成工事高から切り出して申請する必要があるた

め、経過措置の点数を同時に通知することで経審点数の激変緩和措置としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20

ガしゆ

20

タ 鋼

30253

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

5 10 15

具塗 防 内 機ほ 板管 水 消 清絶 通 園 井筋と 石 屋 電土 大建 左
3 5 10 15 3025

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

解

そ の 他

とび・土工・コンクリート・解体(経過措置)

合                    計

解 体

清 掃 施 設

消 防 施 設

水 道 施 設

建 具

様式第二十五号の十二（第十九条の九、第二十一条の四関係）

許可　    －        号
審査基準日 平成    年    月    日

屋 根

法 面 処 理

とび・土工・コンクリート

石

左 官

大 工

プレストレストコンクリート構造物

建 築 一 式

二級 その他基幹

土 木 一 式

許可
区分

建　設　工　事　の　種　類
総合

評定値
（Ｐ）

経 営 規 模 等 評 価 結 果 通 知 書
総 合 評 定 値 通 知 書

電 話 番 号
資 本 金 額
完成工事高／売上高（％）
行 政 庁 記 入 欄

　年平均
評点
(Ｘ1)

元請完成工事高 技　　術　　職　　員　　数 評点
(Ｚ)

完　成　工　事　高 元　請　完　成　工　事　高　及　び　技　術　職　員　数

　年平均 一級 (講習受講)
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in
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y 
o
f 
L
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d
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In
fr
a
st
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ct
u
re
, 
T
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n
sp
o
rt
 a
n
d
 T
o
u
ri
sm

経
営
事
項
審
査
に
つ
い
て

H
2
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経
過
措
置
期
間
中
に
限
り
、
と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
解
体
（
経
過
措
置
）
を
使
用
し
、

こ
れ
ま
で
の
「
と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
と
変
わ
ら
な
い
経
審
結
果
を
算
出
可
能
と
す
る

②
解
体
工
事
の
元
請
完
成
工
事
高

③
解
体
工
事
の
技
術
職
員
数

総
合
評
定
値
(P
)＝
0.
25
X1
＋
0.
15
X2
＋
0.
20
Y＋

0.
25
Z＋

0.
15
W

完
成
工
事
高

自
己
資
本
⽐
率
等

技
術
⼒

経
営
状
況

そ
の
他
審
査
項
目
（
社
会
性
等
）

経
営
規
模

○
業
種
区
分
「
解
体
工
事
」
の
新
設
に
伴
い
、
解
体
工
事
業
に
係
る
経
営
事
項
審
査
を
新
設
。

○
法
施
⾏
後
３
年
間
（
平
成
２
８
年
６
⽉
１
⽇
〜
平
成
３
１
年
５
⽉
３
１
⽇
ま
で
）
に
限
り
、
経
営
事
項
審

査
に
つ
い
て
も
経
過
措
置
を
規
定
。

に
つ
い
て
申
請

◆
経
営
事
項
審
査
に
お
い
て
、
許
可
業
種
ご
と
に
異
な
る
数
値
を
記
載
す
る
の
は
以
下
の
赤
字
の
審
査
項
目
◆

解
体
工
事
業
追
加
に
係
る
経
営
事
項
審
査
制
度
の
改
正
と
経
過
措
置
に
つ
い
て

経
営
事
項
審
査
の
経
過
措
置
（
平
成
28
年
6月

か
ら
3年

間
に
限
る
）

○
改
正
法
施
⾏
後
の
許
可
区
分
に
お
け
る
「
と
び
・
土
工
工
事
業
」
・
「
解
体
工
事
業
」
の
総
合
評
定
値
に
加
え
、

「
改
正
法
施
⾏
以
前
の
許
可
区
分
に
よ
る
と
び
・
土
工
工
事
業
」
の
総
合
評
定
値
も
算
出
し
、
通
知
を
⾏
う

○
「
と
び
・
土
工
工
事
業
」
及
び
「
解
体
工
事
業
」
の
技
術
職
員
に
つ
い
て
は
、
双
方
を
申
請
し
て
も
１
の
業
種
と
み
な

す
（
通
常
、
技
術
職
員
１
人
に
つ
き
申
請
で
き
る
建
設
業
の
種
類
は
２
で
あ
る
と
こ
ろ
、
当
該
ケ
ー
ス
に
限
り
３
と
な
る

こ
と
を
認
め
る
）

①
解
体
工
事
の
完
成
工
事
高

に
つ
い
て
申
請

解 体 工 事 業

の 経 審 で は「
解
体
工
事
業
」
に
係
る
経
営
事
項
審
査
の
欄
を
新
設
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解
体
業
追
加
に
よ
る
経
営
事
項
審
査
の
変
化

H
2
8
.6
.1
 
「
解

体
工
事
業
」
施
行

（ 新 と び 土 ）

（
解
体
）

完 成 工 事 高

（ こ れ ま で の と び 土 ）

新
と
び
土
工

＋
解
体
工
事

の
完
成
工
事
高

を
計
上

（ 新 と び 土 ）

（
解
体
）

新
と
び
土
工
の
完
成
工
事
高
の
み
計
上

（
解
体
工
事
の
分
は
除
く
）

「 解 体 」 許 可 取 得 ま で 、

解 体 工 事 に よ る

経 審 結 果 は 使 用 で き ず 。

解
体
工
事
の
完
成
工
事
高
の
み
計
上

【
完
成
工
事
高
に
つ
い
て
】

こ
れ
ま
で
、
「
と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
に
含
ま
れ
て
い
た

「
解
体
」
の
完
成
工
事
高
を
分
離

⇒
「
と
び
土
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
の
完
成
工
事
高
が
減
少

【
技
術
職
員
数
に
つ
い
て
】

技
術
職
員
と
し
て
申
請
で
き
る
の
は
１
名
に
つ
き
2業

種
ま
で
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

「
と
び
・
土
工
工
事
業
」
の
技
術
職
員
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
た
職
員
の
一
部

を
「
解
体
工
事
業
」
の
技
術
職
員
と
し
て
置
き
換
え
。

⇒
「
と
び
土
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
の
技
術
職
員
数
が
減
少

想
定
さ
れ
る
主
な
変
化

解 体解 体解 体解 体 許 可許 可許 可許 可

取 得取 得取 得取 得

�
法
施
行
後
、
こ
れ
ま
で
の
と
び
・
土
工
工
事
業
の
完
成
工
事
高
は
、
解
体
工
事
を
除
く
と
び
・土
工
工
事
業
（
新
と

び
・
土
工
工
事
業
）
と
解
体
工
事
業
に
分
け
て
計
上
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
と
び
・
土
工
工
事
業
の
経
審
結
果

（
Ｐ
値
）
に
変
動
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
。
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法
施
行
後
の
経
営
事
項
審
査
結
果
通
知
書
（現
行
～
経
過
措
置
～
完
全
施
行
）

�
法
施
行
後
、
「
解
体
」
及
び
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体
（
経
過
措
置
）
」
の
欄
が
追
加
さ
れ
、
完
全
施
行
後
に
「と

び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体
（
経
過
措
置
）
」
が
削
除
さ
れ
る
。

合
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
計

そ
の

他

清
掃

施
設

・ ・

法
面

処
理

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・ ・

プ
レ
ス

ト
レ

ス
ト

コ
ン
ク

リ
ー

ト
構
造

物

土
木

一
式

　
年
平

均
一

級
(
講

習
受
講

)
基

幹
二
級

そ
の

他
　

年
平

均
評

点

(
Ｘ

1)

元
請

完
成
工

事
高

技
　

　
術

　
　

職
　

　
員
　

　
数

評
点

(
Ｚ

)

許 可 区 分

建
　
設

　
工
　

事
　
の

　
種
　

類

総
合

評
定
値

（
Ｐ
）

完
　

成
　

工
　
事

　
高

元
　

請
　

完
　
成

　
工
　

事
　

高
　

及
　
び

　
技
　

術
　
職

　
員
　

数

合
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
計

そ
の

他

と
び
・

土
工

・
コ

ン
ク
リ

ー
ト
・

解
体

（
経

過
措
置

）

解
体

清
掃

施
設

・ ・

法
面

処
理

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・ ・

プ
レ
ス

ト
レ

ス
ト

コ
ン
ク

リ
ー

ト
構
造

物

土
木

一
式

合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
計

そ
の

他

解
体

清
掃

施
設

・ ・

法
面

処
理

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・ ・

プ
レ
ス

ト
レ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物

土
木

一
式

H
2
8
.6
.1

H
3
1
.6
.1現
在

経
過
措
置

期
間

完
全
施
行

「
解
体
」
及
び
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体

（
経
過
措
置
）
」
の
欄
が
追
加
さ
れ
る

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体
（
経
過
措
置
）
」

の
欄
が
削
除
さ
れ
る

解
体
工
事
を
含
む

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」

解
体
工
事
を
除
い
た

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」

解
体
工
事
を
除
い
た

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
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解
体
工
事
業
追
加
に
伴
う
完
成
工
事
高
の
切
り
分
け
に
つ
い
て

H
2
6
.3

H
2
7
.3

H
2
8
.3

H
2
5
.3

H
2
4
.3

現
行

現
行
現
行

現
行

法
施
行
後

法
施
行
後

法
施
行
後

法
施
行
後

法
施
行

法
施
行

法
施
行

法
施
行
（ （（（
H
2
8
.6

H
2
8
.6

H
2
8
.6

H
2
8
.6
） ）））

（
例
：
審
査
基
準
日
H
2
7
.3
.3
1
）

（
例
：
審
査
基
準
日
H
2
8
.3
.3
1
）

（
と
び

土
）

（
と
び

土
）

（
と
び

土
）

（
新
と
び

土
）

（
解
体
）

工
事
経
歴
書

工
事
経
歴
書

工
事
経
歴
書

工
事
経
歴
書
［ ［［［
解
体

解
体
解
体

解
体
・
と
び

・
と
び

・
と
び

・
と
び
土 土土土
を ををを
切 切切切
り りりり
出 出出出
し
て
し
て
し
て
し
て
提
出

提
出
提
出

提
出
］ ］］］

通
常
は
決
算
変
更
届
に
添
付
す
る
が
、
法
施
行
後
に
解
体
又
は
と
び
土
の
経
審
取
得
に
あ
た
っ
て
は
、

当
面
申
請
時
に
直
前
２
年
ま
た
は
３
年
分
の
と
び
･土
工
･コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
業
、
解
体
工
事
業
の
工
事
経
歴
書
（
切
り
分
け
を
行
っ
た
も
の
）
を
再
度
提
出
す
る

（
と
び

土
）

（
解

体
）

（
と
び

土
）

（
解
体
）

（
と
び

土
）

（
解
体
）

（
と
び

土
）

（
解

体
）

Ａ
社
の
と
び
土

完
工
高
の
構
成

（
新
と
び

土
）

（
新

と
び

土
）

（
解
体
）

（
解

体
）

と
び
・

と
び
・

と
び
・

と
び
・
土
工

土
工
土
工

土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

工
事
工
事

工
事
・ ・・・
解
体

解
体
解
体

解
体
工
事

工
事
工
事

工
事
（ （（（
経
過
措
置

経
過
措
置

経
過
措
置

経
過
措
置
） ）））

直
前
２
年
又
は
３
年
の
年
間
平
均
完
成
工
事
高

（
旧
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄと
同
じ
完
成
工
事
高
）

解
体

解
体
解
体

解
体
工
事

工
事
工
事

工
事
の
み

の
み
の
み

の
み
切 切切切
り りりり
出 出出出
し ししし

直
前
２
年
又
は
３
年
の
、
解
体
工
事
を
切
り
出
し
た
年
間
平
均
完
成
工
事
高

（ （（（
新 新新新
） ）））
と
び
と
び
と
び
と
び
・ ・・・
土
工

土
工
土
工

土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

工
事
工
事

工
事
の
み

の
み
の
み

の
み
切 切切切
り りりり
出 出出出
し ししし

直
前
２
年
又
は
３
年
の
、
と
び
土
工
事
を
切
り
出
し
た
年
間
平
均
完
成
工
事
高

解
体

と
び
土

解
体

と
び
土

解
体

と
び
土

（
例
）

（ （（（
旧 旧旧旧
） ）））
と
び
と
び
と
び
と
び
・ ・・・
土
工

土
工
土
工

土
工
・コ
ン
ク
リ
ー
ト

・コ
ン
ク
リ
ー
ト

・コ
ン
ク
リ
ー
ト

・コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

工
事
工
事

工
事

直
前
２
年
又
は
３
年
の
年
間
平
均
完
成
工
事
高
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年
平

均
評
点

(Ｘ
1)

元
請
完

成
工

事
高

技
　
　

術
　

　
職

　
　

員
　

　
数

評
点

(Ｚ
)

完
　

成
　

工
　

事
　

高
元
　

請
　

完
　

成
　

工
　

事
　

高
　

及
　

び
　

技
　

術
　

職
　

員
　

数

　
年

平
均

一
級

(講
習
受

講
)

基
幹

二
級

そ
の
他

土
木

一
式

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

許 可 区 分

建
　

設
　

工
　

事
　

の
　

種
　

類

総
合

評
定

値

（
Ｐ

）

プ
レ
ス

ト
レ
ス

ト
コ

ン
ク
リ

ー
ト

構
造
物

・ ・ ・

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

1
0
0
,
0
0
0

7
0
,
0
0
0

法
面

処
理

・ ・ ・

清
掃

施
設

3
0
,
0
0
0

0

と
び

・
土

工
・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
・

解
体

（
経

過
措

置
）

1
3
0
,
0
0
0

7
0
,
0
0
0

解
体

そ
の

他

合
 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
 計

2
3
0
,
0
0
0

1
7
0
,
0
0
0

経
営
事
項
審
査
結
果
通
知
書
（経
過
措
置
期
間
中
の
完
成
工
事
高
）

�
法
施
行
後
は
、
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
の
欄
に
は
、
解
体
工
事
を
除
く
と
び
・
土
工
工
事
業
の
完
成
工
事
高
を
、

「
解
体
」
の
欄
に
は
解
体
工
事
の
完
成
工
事
高
を
記
入
。

�
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体
（経
過
措
置
）
」
の
欄
に
は
、
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
と
「解
体
」
の
完
工
高
を
合
算

し
た
値
を
記
入
。

① ② ③ �
法
施
行
前
に
と
び
・
土
工
工
事
業
で
請
け
負
っ
た
完
成
工
事
高
に
つ
い
て
は
、
法
施
行
後
の
新
と
び
・
土
工

工
事
業
又
は
解
体
工
事
業
の
い
ず
れ
か
に
分
類
し
、
そ
れ
ぞ
れ
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
及
び
「
解
体
」の
欄

に
記
入
。

�
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ・
解
体
（経
過
措
置
）
」
の
完
成
工
事
高
は
、
旧
と
び
・土
工
工
事
業
の
完
成
工
事
高
と

同
じ
と
な
る
（
完
成
工
事
高
：
③
＝
①
＋
②
）
。解
体
工
事
を
除
い
た

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
と
「
解
体
」
を

合
計
し
た
完
成
工
事
高
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経
営
事
項
審
査
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
算
出
さ
れ
る
経
審
点
数
の
例
）

完 成 工 事 高

（ 新 と び 土 の み ）

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
と
び
土

技
術
職
員
数
：
と
び
土

（ と び 土 ）

（
解
体
）

完 成 工 事 高

（ 解 体 の み ）

新
と
び
土
の
完
成
工
事
高

解
体
の
完
成
工
事
高

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
解
体

技
術
職
員
数
：
解
体

解
体

（
許
可
：
解
体
）

経
過
措
置
期
間
中

完
全
施
⾏
後

新 と び 土 の み 業 者 新 と び 土 ＋ 解 体 業 者 解 体 の み 業 者

解
体
工
事

新
と
び
土

新
と
び
土
＋
解
体
の
完
成
工
事
高

解 体 許 可解 体 許 可解 体 許 可解 体 許 可

取 得取 得取 得取 得

＜
経
審
で
の
取

扱
い

＞
完
成
工
事
高
：と

び
土

技
術
職
員
数
：と

び
土

現
状

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
と
び
土

技
術
職
員
数
：
と
び
土

新
と
び
土

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：と

び
土
・解

体
（
経
過
措
置
）

技
術
職
員
数
：と

び
土
・解

体
（
経
過
措
置
）

と
び

土
･
解
体
（
経
過
措
置
）

H
28

.6
.1

H
31

.6
.1

（
解
体
）

＜
経
審
で
の
取

扱
い

＞
完
成
工
事
高
：と

び
土

技
術
職
員
数
：と

び
土

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
と
び

土
技
術
職
員
数
：
と
び

土

と
び

土

完 成 工 事 高

（ 解 体 の み ）
＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
解
体

技
術
職
員
数
：
解
体

解
体

（
許
可
：
解
体
）

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
と
び
土

技
術
職
員
数
：
と
び
土

新
と
び
土

解
体
工
事
の
完
成
工
事
高

解 体 許 可解 体 許 可解 体 許 可解 体 許 可

取 得取 得取 得取 得

＜
経
審
で

の
取

扱
い

＞
完
成
工
事

高
：
解

体
技
術
職
員

数
：
解

体

解
体

＜
経
審
で
の
取
扱
い
＞

完
成
工
事
高
：
と
び

土
・解

体
（
経
過
措
置
）

技
術
職
員
数
：
と
び

土
・解

体
（
経
過
措
置
）

と
び

土
･
解
体

（
経
過
措
置
）

完 成 工 事 高

（ 新 と び 土 の み ）
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年

平
均

評
点

(Ｘ
1)

元
請

完
成

工
事

高
技
　

　
術

　
　

職
　
　

員
　

　
数

評
点

(Ｚ
)

完
　

成
　

工
　

事
　

高
元
　

請
　

完
　
成

　
工

　
事

　
高
　

及
　

び
　

技
　

術
　
職

　
員

　
数

　
年
平

均
一
級

(講
習

受
講

)
基

幹
二
級

そ
の

他

土
木

一
式

1

許 可 区 分

建
　

設
　

工
　
事

　
の

　
種

　
類

総
合

評
定

値

（
Ｐ

）

プ
レ
ス

ト
レ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物

・ ・ ・

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

法
面

処
理

1

・ ・ ・

　
年
平

均
評
点

(Ｘ
1)

元
請
完

成
工

事
高

技
　
　

術
　

　
職

　
　

員
　

　
数

評
点

(Ｚ
)

完
　

成
　

工
　

事
　

高
元
　

請
　

完
　

成
　

工
　

事
　

高
　

及
　

び
　

技
　

術
　

職
　

員
　

数

　
年

平
均

一
級

(講
習
受

講
)

基
幹

二
級

そ
の
他

土
木

一
式

1

許 可 区 分

建
　

設
　

工
　

事
　

の
　

種
　

類

総
合

評
定

値

（
Ｐ

）

プ
レ
ス

ト
レ
ス

ト
コ

ン
ク
リ

ー
ト

構
造
物

・ ・ ・

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

法
面

処
理

1

清
掃

施
設

・ ・ ・

と
び

・
土

工
・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
・

解
体

（
経

過
措

置
）

11
解

体

経
営
事
項
審
査
結
果
通
知
書
（経
過
措
置
期
間
中
の
技
術
職
員
数
）
①

�
現
行
は
、
１
人
の
技
術
職
員
に
対
し
、
２
業
種
ま
で
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

�
経
過
措
置
期
間
中
（
平
成
２
８
年
６
月
１
日
～
平
成
３
１
年
５
月
３
１
日
ま
で
）
に
限
り
、
「
と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」

及
び
「
解
体
」
の
２
つ
を
選
ん
だ
場
合
の
み
、
そ
の
他
１
業
種
を
追
加
で
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
現
行
】

１
人
の
技
術
職
員
に
対
し
、

２
業
種
ま
で
申
請
可
能

【
経
過
措
置
】

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
及

び
「
解
体
」
の
２
業
種
を
選
択

し
た
場
合
に
限
り
、
そ
の
他
１

業
種
を
追
加
で
申
請
可
能
。

現
行

経
過
措
置
期
間
中
（
平
成
２
８
年
６
月
１
日
～
平
成
３
１
年
５
月
３
１
日
ま
で
）

【
経
過
措
置
】

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
又
は

「
解
体
」
を
比
較
し
、
点
数
の
高

い
方
が
自
動
的
に
反
映
さ
れ
る
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1
舗

装

・ ・ ・

と
び

・
土

工
・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
・
解

体

（
経
過

措
置
）

1

解
体

清
掃

施
設

・ ・ ・

法
面

処
理

1
と

び
・

土
工

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト

・ ・ ・

プ
レ

ス
ト
レ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物

土
木

一
式

1

　
年

平
均

一
級

(講
習
受

講
)

基
幹

二
級

そ
の

他
　

年
平

均
評

点

(Ｘ
1)

元
請
完

成
工

事
高

技
　
　

術
　
　

職
　

　
員

　
　
数

評
点

(Ｚ
)

許 可 区 分

建
　

設
　
工

　
事

　
の

　
種
　

類

総
合

評
定
値

（
Ｐ
）

完
　

成
　
工

　
事

　
高

元
　

請
　

完
　

成
　

工
　
事

　
高

　
及

　
び

　
技
　

術
　

職
　

員
　
数

経
営
事
項
審
査
結
果
通
知
書
（経
過
措
置
期
間
中
の
技
術
職
員
数
）
②

「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
及
び
「
解
体
」

の
２
業
種
を
選
択
し
て
い
な
い
た
め
、

３
業
種
申
請
で
き
な
い
。

１
人
の
技
術
職
員
に
対
し
て
３
業
種
申
請
で
き
な
い
例

�
下
記
の
場
合
、
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
及
び
「
解
体
」
を
選
択
し
て
い
な
い
た
め
、
３
業
種
に
申
請
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。

※
３
業
種
申
請
で
き
る
の
は
、
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
及
び
「
解
体
」
の
両
方
を
申
請
し
た
場
合
の
み

×
「
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ」
に
は

申
請
し
て
い
る
が
、
「
解
体
」

に
は
申
請
し
て
い
な
い
。
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土
建

…
と

…
解

5
5

5
2

2
5

5
5

2
2

2
2

5
5

5
2

2
2

2
1

1 2
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

2
2

1
1

2
2

1
1

2
2

1
1

2
2

1
1

1
1

ウ
ェ

ル
ポ

イ
ン

ト
施

工
（

２
級

＋
実

務
３

年
）

実
務
経
験

実
務

経
験

を
有

す
る

者

森
林

 「
森

林
土

木
」

 ・
 総

合
技

術
監

理
 （

森
林

 「
森

林
土

木
」

）

職 業 能 力

開 発 促 進 法

技 能 検 定

と
び

・
と

び
工

（
１

級
）

と
び

・
と

び
工

（
２

級
＋

実
務

３
年

）

型
枠

施
工

（
１

級
）

型
枠

施
工

（
２

級
＋

実
務

３
年

）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

圧
送

施
工

（
１

級
）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

圧
送

施
工

（
２

級
＋

実
務

３
年

）

ウ
ェ

ル
ポ

イ
ン

ト
施

工
（

１
級

）

民
間

資
格

地
す

べ
り

防
止

工
事

（
実

務
１

年
）

解
体

工
事

技 術 士 法

技 術 士

建
設

 ・
 総

合
技

術
監

理
（

建
設

）

建
設

 「
鋼

構
造

及
び

ｺ
ﾝｸ

ﾘ
ｰﾄ

」
 ・

 総
合

技
術

監
理

 （
建

設
 「

鋼
構

造
及

び
ｺ
ﾝｸ

ﾘ
ｰﾄ

」
 ）

農
業

 「
農

業
土

木
」

 ・
 総

合
技

術
監

理
 （

農
業

 「
農

業
土

木
」

 ）

水
産

 「
水

産
土

木
」

 ・
 総

合
技

術
監

理
 （

水
産

 「
水

産
土

木
」

）

薬
液

注
入

１
級

建
築

施
工

管
理

技
士

２
級

建
築

施
工

管
理

技
士

種 別

建
築

躯
体

資
格

区
分

建 設 業 法

技 術 検 定

１
級

建
設

機
械

施
工

技
士

２
級

建
設

機
械

施
工

技
士

　
（

第
１

種
～

第
６

種
）

１
級

土
木

施
工

管
理

技
士

２
級

土
木

施
工

管
理

技
士

種 別

土
木

技
術
職
員
点
数
に
つ
い
て

�
５
点
の
資
格
に
つ
い
て
は
、
監
理
技
術
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
た
場
合
６
点
と
な
る
。

※
赤
字
の
点
数
は
、
平
成
２
８
年
５
月
３
１
日
ま
で
に
と
び
・
土
工
工
事
業
の
技
術
者
要
件
を
満
た
し
て
い
る
者
に
対
す
る
点
数
。

技
術
者
要
件
の
経
過
措
置
期
間
（
平
成
３
３
年
３
月
３
１
日
ま
で
）
に
限
り
加
点
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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経
審
結
果
・
申
請
事
務
の
変
更
点
（
②
－
２
技
術
職
員
に
つ
い
て
）

技
術
職
員
名
簿
(⻘
字
は
経
過
措
置
後
、
計
上
で
き
な
く
な
る
も
の
）

A
１

級
土
木
施
工
管
理
技
士

[監
理
技
術
者
講
習
受
講
]

B
１

級
土
木
施
工
管
理
技
士

C
１
級
建
設
機
械
施
工
技
士

[監
理
技
術
者
講
習
受
講
]

D
１
級
建
設
機
械
施
工
技
士
（
解
体
実
務
経
験
あ
り
）

E
２
級
建
設
機
械
施
工
技
士
（
解
体
実
務
経
験
あ
り
）

F
と
び
技
能
士
（
１
級
）

G
２
級
土
木
施
工
（
薬
液
注
入
）

H
解
体
工
事
施
工
技
士

I
旧
「
と
び
土
」
実
務
経
験
（
解
体
実
務
経
験
あ
り
）

J
旧
「
と
び
土
」
実
務
経
験
（
解
体
実
務
経
験
な
し
）

土
と

解

6
6

6

5
5

5

6
6

6

5
5

5

2
2

2

-
2

2

-
2

2

-
-

2

-
1

1

-
1

-

コ
ー

ド
建

設
業

の
種

類
コ

ー
ド

建
設

業
の

種
類

コ
ー

ド
建

設
業

の
種

類

01
土

木
工

事
業

11
鋼

構
造

物
工

事
業

21
熱

絶
縁

工
事

業

05

～

と
び

・土
工

工
事

業
～

～
～

～
～

09
管

工
事

業
19

内
装

仕
上

項
事

業
29

解
体

工
事

業

10
タ

イ
ル

・
れ

ん
が

・
ブ

ロ
ッ

ク
工

事
業

20
機

械
器

具
設

置
工

事
業

99
と

び
・
土

工
工

事
業

・
解

体
工

事
業

（
経

過
措

置
）

●
経
過
措
置
期
間
中
の
経
審
申
請
に
お
い
て
は
、
「
解
体
工
事
」
の
技
術
職
員
資
格
で
あ
り
、
か
つ

「
と
び

・土
工
・コ

ン
ク
リ
ー
ト
工
事
」
で
も
評
価
対
象
と

な
り
う
る
資
格
（
上

記
の
A
,B
,D
,E
,F
,G
,I等

）
に
つ

い
て

は
、
「
と
び

・土
工

・コ
ン
ク
リ
ー

ト
・解

体
（
経

過
措

置
）
」
に
も
重

複
計

上
さ
れ

る
。

③
の
場
合
に
限
り
、
1名

あ
た
り
の
業
種
登
録
が

3と
な
る
こ
と
を
認
め
る

完
全
施
⼯
後
に
経
営
事
項
審
査
を
取
り
直
す

場
合
、
「
99
」
の
コ
ー
ド
は
使
⽤
で
き
ず
、

1名
あ
た
り
の
業
種
登
録
は
通
常
通
り
2ま

で

【
⽬
的
】

・
解
体
業
導
⼊
に
伴
う
技
術
職
員
の
振
り
分
け
に
よ
り
、
経
審
点
数
が
低
下
す
る
こ
と
を
避
け
る

・
同
時
に
完
全
施
⼯
後
の
正
常
な
経
審
点
数
を
事
前
に
把
握
す
る

【
対
応
】

:経
過
措
置
期
間
中
に
限
り
、
当
該
業
種
を
「
と
び
⼟
・
解
体
（
経
過
措
置
）
」
技
術
職
員
に
も
計
上
し
、

⼀
部
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
⼀
⼈
あ
た
り
登
録
数
上
限
を
３
と
す
る
。

技
術
者
コ
ー
ド
05
,2
9の

経
過
措
置
欄
反
映
に
加
え
、
経
過
措
置
期
間
限
定
コ
ー
ド
99
「
と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
・
解
体
⼯
事
業
（
経
過
措
置
）
」
を
設
定
。

【
技
術
職
員
名
簿
へ
の
記
載
⽅
法
】

（
例
） ⼟
⽊
・
と
び
⼟
・
解
体
と
し
て
評
価
さ
れ
る

資
格
を
保
有
す
る
者
（
B:
1級

⼟
⽊
施
⼯
管
理

技
⼠
）
に
つ
い
て
、
想
定
さ
れ
る
登
録
⽅
法
は

以
下
の
通
り
。

【
経
過
措
置
期
間
中
】

【
完
全
施
⾏
後
】

登
録

方
式

コ
ー

ド
コ

ー
ド

①
 「

土
木

一
式

」「
と

び
土

」と
し

て
登

録
。経

過
措

置
期

間
中

は
「と

び
土

・解
体

（経
過

措
置

）」
に

も
重

複
カ

ウ
ン

トさ
れ

る
。

01
05

②
 「

土
木

一
式

」「
解

体
」と

し
て

登
録

。経
過

措
置

期
間

中
は

「と
び

土
・解

体
（経

過
措

置
）」

に
も

重
複

カ
ウ

ン
トさ

れ
る

。
01

29

③
 「

土
木

一
式

」「
と

び
土

」「
解

体
」と

し
て

登
録

。経
過

措
置

期
間

中
は

「と
び

土
・解

体
（経

過
措

置
）」

に
も

重
複

カ
ウ

ン
トさ

れ
る

。
01

99

④
 「

と
び

土
」「

解
体

」と
し

て
登

録
。経

過
措

置
期

間
中

は
「と

び
土

・解
体

（経
過

措
置

）」
に

も
重

複
カ

ウ
ン

トさ
れ

る
。

05
29

土
木

と
び

土
と

び
土

・
解

体
（
経

過
措

置
）

解
体

①
5

5
5

②
5

5
5

③
5

5
5

5

④
5

5
5

技
術

者
点

数

土
木

と
び

土
と

び
土

・解
体

（経
過

措
置

）
解

体

①
5

5

②
5

5

③
5

5

④
5

5

技
術

者
点

数

21
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土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

001 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

002 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

003 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

004 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

111 5 5 5 5 5

1１A 5 5 5 5 5 5

21２ 2 2 2 2 2

21B 2 2 2 2 2 2

１1３ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

11C 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

21４ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

21D 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

21５ 2

21６ 2 2

21E 2 2 2

1２０ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

12A 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

２2１ 2 2

２２2 2 2 2 2 2 2 2 2

22B 2 2 2 2 2 2 2 2

２2３ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

1２７ 5

２2８ 2

1２９ 5

2３０ 2

1３３ 5

2３４ 2

土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

1３７ 5 5 5 5 5 5 5

2３８ 2 2 2 2 2

2３９ 2

1４１ 5 5 5 5 5 5 5 5 5

14A 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1４２ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

14B 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1４３ 5 5 5 5

14C 5 5 5 5 5

1４４ 5 5

1４５ 5

1４６ 5 5

1４７ 5 5

1４８ 5 5 5

1４９ 5 5 5 5 5

14D 5 5 5 5 5 5

1５０ 5

1５１ 5 5 5 5 5

15A 5 5 5 5 5 5

1５２ 5

1５３ 5 5

1５４ 5 5 5

1５５ 2

2５６ 1

電気事業法 2５８ 1

電気通信事業法 2５９ 1

水　道　法 2６５ 1

1６８ 2

1６９ 2

土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

法第15条第２号　ハ　該当（同号イと同等以上）

法第15条第２号　ハ　該当（同号ロと同等以上）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）（附則第４条該当）

１級建築施工管理技士（附則第４条該当）

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

建設 ・ 総合技術監理（建設）（附則第４条該当）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）（附則第４条該当）

１級電気工事施工管理技士

電気通信主任技術者 【５年】

給水装置工事主任技術者 【１年】

消　防　法
甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

電気工事士法
第１種電気工事士

第２種電気工事士 【３年】

【５年】電気主任技術者　（第１種～第３種）

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）（附則第４条該当）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）（附則第４条該当）

技
術
士
法

建設 ・ 総合技術監理（建設）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）

建
築
士
法

１級建築士

２級建築士

木造建築士

種
別

建 築

躯体（附則第４条
該 当 ）

２級建築施工管理技士
躯 体

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

仕 上 げ

１級土木施工管理技士（附則第４条該当）

鋼構造物塗装

薬 液 注 入

別表（四）業種別技術職員コード表　１／３

法第７条第2号　イ　該当（指定学科卒業＋実務経験）

法第７条第２号　ロ　該当（１０年の実務経験）

コード
建設業の種類

土木（附則第４条
該 当 ）

１級建設機械施工技士（附則第４条該当）

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）（附則第４条該当）

２級土木施工管理技士
種
別

薬液注入（附則第
４ 条 該 当 ）

土 木

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）
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土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

1７１ 2

２７１ 1

1６４ 2 2 2

２６４ 1 1 1

1６Ｂ 2 2 2 2

２６Ｂ 1 1 1 1

１７２ 2

２７２ 1

１57 2 2 2

２57 1 1 1

１5B 2 2 2

25B 1 1 1

1７３ 2 2

２７３ 1 1

１7A 2 2 2

２7A 1 1 1

１６６ 2 2

２６６ 1 1

１6C 2 2 2

２6C 1 1 1

１７４ 2

２７４ 1

１７５ 2

２７５ 1

１７６ 2

２７６ 1

１７０ 2 2 2

２７０ 1 1 1

１７７ 2

２７７ 1

１７８ 2

２７８ 1

１７９ 2 2

２７９ 1 1

１８０ 2

２８０ 1

１８１ 2 2

２８１ 1 1

１８２ 2

２８２ 1

１８３ 2

２８３ 1

１８４ 2 2

２８４ 1 1

１８５ 2

２８５ 1

１８６ 2

２８６ 1

１８７ 2

２８７ 1

１８８ 2

２８８ 1

１８９ 2

２８９ 1

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

板金・建築板金・板金工（１級）（注４）

別表（四）業種別技術職員コード表　２／３

コード

建築大工（１級）

左官（１級）

職
業
能
力
開
発
促
進
法

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管（１級）

給排水衛生設備配管（１級）

配管・配管工（１級）

タイル張り・タイル張り工（１級）

築炉・築炉工・ れんが積み（１級）

給排水衛生設備配管（２級）

配管・配管工（２級）

建築板金「ダクト板金作業」（１級）

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工（１級）

石工・石材施工・石積み（１級）

鉄工・製罐
せいかん

（１級）

建築板金「ダクト板金作業」（２級）

タイル張り・タイル張り工（２級）

築炉・築炉工・ れんが積み（２級）

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工（２級）

石工・石材施工・石積み（２級）

建設業の種類

とび・とび工（１級）

とび・とび工（１級）（附則第４条該当）

型枠施工（１級）（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（１級）（附則第４条該当）

型枠施工（１級）

建築大工（２級）

コンクリート圧送施工（１級）

ガラス施工（１級）

塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）

建築塗装・建築塗装工（１級）

ガラス施工（２級）

塗装・木工塗装・木工塗装工（２級）

建築塗装・建築塗装工（２級）

型枠施工（２級）

型枠施工（２級）（附則第４条該当）

左官（２級）

とび・とび工（２級）

とび・とび工（２級）（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（２級）

コンクリート圧送施工（２級）（附則第４条該当）

ウェルポイント施工（２級）

ウェルポイント施工（２級）（附則第４条該当）

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管（２級）

ウェルポイント施工（１級）（附則第４条該当）

ウェルポイント施工（１級）

鉄工・製罐
せいかん

（２級）

鉄筋組立て・鉄筋施工（２級）（注３）

工場板金（２級）

板金・建築板金・板金工（２級）（注４）

板金・板金工・打出し板金（２級）

かわらぶき・スレート施工（２級）

板金・板金工・打出し板金（１級）

かわらぶき・スレート施工（１級）

鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）（注３）

工場板金（１級）

※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。
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土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

１９０ 2

２９０ 1

１９１ 2

２９１ 1

１６７ 2

１９２ 2

２９２ 1

１９３ 2

２９３ 1

１９４ 2

２９４ 1

１９５ 2

２９５ 1

１９６ 2

２９６ 1

１９７ 2

２９７ 1

１９８ 2

２９８ 1

０６１ 1 1 1

０6A 1 1 1 1

０６２ 1 1

０６３ 1 1

０60 2

０６４ 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

その他 ０９９ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

防水施工（２級）

解体工事

基幹技能者

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当

地すべり防止工事（附則第４条該当） 【１年】

建築設備士 【１年】

計装 【１年】

さく井（１級）

さく井（２級）

地すべり防止工事 【１年】

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工（２級） 

熱絶縁施工（１級）

熱絶縁施工（２級）

建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級）

建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工（２級）

造園　（１級）

噴霧塗装（１級）

噴霧塗装（２級）

路面標示施工

畳製作 ・ 畳工（１級）

畳製作 ・ 畳工（２級）

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工（１級） 

金属塗装・金属塗装工（１級）

金属塗装・金属塗装工（２級）

別表（四）業種別技術職員コード表　３／３

コード
建設業の種類

職
業
能
力
開
発
促
進
法

造園　（２級）

防水施工（１級）

※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。
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平
成

２
８

年
６

月
１

日
平

成
３
１
年
６
月
１
日

経
過

措
置

期
間
（

H
28

.6
.1
～

H
31

.5
.3

1）
工

事
種

類
別

完
成
工
事

高
の

「
業

種
コ

ー
ド

」

【
０

５
０

】
旧
と
び

土

・
解

体
以

外
の

と
び

土

＋

・
解

体

【
０

５
０

】
新

と
び

土
･･
･①

・
解

体
以

外
の

と
び

土

【
２

９
０

】
解

体
･･
･②

・
解

体

【
３

０
０

】
と

び
・

土
工

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
工

事
・

解
体

工
事

（
経
過

措
置
）

①
＋
②

※
（
旧

と
び

土
と

同
内

容
）

【
０
５
０
】
新
と
び
土

・
解
体
以
外
の
と
び
土

【
２
９
０
】
解
体

・
解
体

※
解

体
も

含
め

た
と

び
土

の
完

成
工

事
高

を
旧

と
び

土
コ

ー
ド

【
０

５
０

】
へ

計
上
す

る
。

※
旧

と
び

土
の

完
成

工
事

高
は

、
直

前
２

年
又

は
３

年
の

「
解
体

以
外

の
と

び
土

」
と

「
解

体
」
と

に
切
り

分
け

て
く

だ
さ

い
。

（
１

）
解

体
許

可
を

取
得

前

解
体
コ

ー
ド

【
２

９
０

】
使
用

不
可
。

「
解

体
以

外
の

と
び

土
」

は
【

０
５

０
】

、
「

解
体

」
は

【
そ

の
他

】
、

経
過

措
置

コ
ー

ド
【

３
０

０
】

に
も

必
ず

計
上
し

て
く

だ
さ

い
。

（
２

）
解

体
許

可
を

取
得

後

解
体
コ

ー
ド

【
２

９
０

】
が
使

用
で
き

ま
す

。

「
解

体
以

外
の

と
び

土
」

は
【

０
５

０
】

、
「

解
体

」
は

【
２

９
０

】
、

経
過

措
置

コ
ー

ド
【

３
０

０
】

に
も

必
ず

計
上
し

て
く

だ
さ

い
。

※
「

解
体

以
外

の
と

び
土

」
と

「
解

体
」

を
切

り
分

け
し

て
も
、

経
過

措
置

コ
ー

ド
【

３
０

０
】

で
合

算
す

る
た

め
、

実
質

的
に

点
数

は
下

が
り

ま
せ

ん
。

※
そ

れ
ぞ

れ
該

当
の

コ
ー

ド
へ

計
上

す
る

。
【

３
０

０
】
経
過
措
置
コ
ー
ド
は
使
用
で
き
な
い
。
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【
０

５
】

旧
と
び
土

・
解

体
以

外
の

と
び

土

＋

・
解

体

【
０

５
】

新
と

び
土

･･
･①

・
解

体
以

外
の

と
び

土

【
２

９
】

解
体

･･
･②

・
解

体

【
９

９
】
と

び
・
土

工
工
事

・
解

体
工

事
（

経
過
措

置
）

①
＋
②

※
（
旧

と
び

土
と

同
内

容
）

【
０
５
】
新
と
び
土

・
解
体
以
外
の
と
び
土

技
術

職
員

名
簿

の

「
業

種
コ

ー
ド

」

【
２
９
】
解
体

・
解
体

平
成

２
８

年
６

月
１

日
平

成
３
１
年
６
月
１
日

経
過

措
置

期
間
（

H
28

.6
.1
～

H
31

.5
.3

1）

※
一

人
の

技
術

職
員

に
つ

き
、

技
術

職
員

と
し

て
申

請
で

き
る

建
設

業
の

種
類

は
２
つ

以
内
。

※
一

人
の

技
術

職
員

に
つ

き
、

技
術

職
員

と
し

て
申

請
で

き
る
建

設
業

の
種

類
は

２
つ

以
内

。

た
だ

し
、

「
新

と
び

・
土

工
工

事
業

」
及

び
「

解
体

工
事

業
」

の
技
術

職
員
に

つ
い
て

は
、
双

方
を
申

請
し
て

も
１

つ
の

業
種

と
み
な

し
ま
す

。
（
通

常
、
技

術
職
員

１
人
に

つ
い

て
申

請
で

き
る
建

設
業
の

種
類
は

２
つ
で

あ
る
と

こ
ろ
、

当
該

ケ
ー

ス
に
限
り

３
つ
と

な
る
こ

と
を

認
め
ま
す

。
）

※
一

人
の

技
術

職
員

に
つ

き
、

技
術

職
員

と
し

て
申

請
で

き
る

建
設

業
の

種
類

は
２

つ
以

内
。

【
９

９
】

経
過
措
置
コ
ー
ド
は
使
用
で
き
な
い
。
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Ⅱ．その他の変更点・留意点について 

 

１．技術職員名簿について（手引きＰ４２～４５）【２０００５帳票関係】 

  「有資格区分コード」説明はⅠ．４にて記載済みです。既に（公財）青森県建設技術センターの

確認済みである技術職員名簿は、旧コードのままであっても平成２８年６月以降の経審に使用で

きます。 

  平成２８年６月以降に確認を受ける経過措置該当者については、末尾がアルファベットのコー

ドを使用してください。 

 

２．建設機械の保有状況表の添付について（手引きＰ９６）【項番５６関係】 

平成２８年６月から建設機械に関する審査を希望する場合は、下表「建設機械の保有状況表」

を添付してください。

 

 

３．雇用保険新様式について（手引きＰ６１）【項番４１関係】 

  雇用保険被保険者資格喪失届の様式が平成２８年１月から変更になり、個人番号（マイナンバー）

が表示されるようになっています。雇用保険加入を確認する書類として使用する場合で個人番号

が記載されている場合は、雇用保険被保険者資格喪失届の写しの個人番号を必ず黒塗りした状態

で①提出又は②持参をお願いします。 

 ※①（公財）青森県建設技術センター確認のための提出 

②経審受審時の確認資料として持参 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通番
建設機械
の種類

形式、型番
表示番号（大型ダンプ車）

種別又は
規格

所有
又は
ﾘｰｽ

特定自主検査実施日
又は有効期間満了日

（※）

所

リ

所

リ

所

リ

所

リ

H28.9.14

4 ～

3 大型ダンプ車 ××　建　1234
最大積載量
9,000kg

H25.9.15 ～

H31.7.31 H27.9.10

2 移動式クレーン YY-0000 7.0t H21.3.28 ～ H29.3.27

建設機械の保有状況表

審査基準日： 平成２８年　３月３１日

取得日又はリース期間

1 ショベル系掘削機 ZZ-99EFG バックホウ H26.8.1 ～
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４．新規若年技術職員について（手引きＰ２９、Ｐ１２４）【項番６０関係】 

 

＜新規若年技術職員とは＞ 

  審査対象年内（当期事業年度開始の日の直前１年以内）に技術職員（＝技術職員名簿に掲載可能）

となった者。具体的には下記の２通りとなります。 

 ・審査基準日以前に６か月を超える恒常的な雇用関係があり、審査対象年内に新たに資格を有する

に至った若年者 

 ・審査対象年より前から資格を有しており、審査対象年内に６か月を超える恒常的な雇用関係を有 

するに至った若年者 

 

【例】３月決算法人で、平成２８年３月３１日を審査基準日として経営事項審査を受ける場合 

  （前審査基準日の技術職員名簿上に掲載のなかった者で、３５歳未満である） 

 

＜２０００５帳票（技術職員名簿）の「新規掲載者」欄＞ 

・前審査基準日において掲載されていない技術者の場合、①、②及び③の全てのケースにおいて新

規掲載者欄に「○」がつきます。 

 

＜２０００４帳票（その他の審査項目（社会性等））の【項番６０】の計算＞ 

 ・①及び②のケースでは、問題なく計算に含めることができます。 

 ・③のケースの場合、今回の審査基準日において初めて技術職員名簿に掲載された者であっても、

新規若年技術職員とは認められず、計算に含めることができません。 

【理由】新規に技術職員となったのが審査対象年内ではないため。 

 

※ 青森県の場合、技術職員名簿において新規掲載者となった者であっても新規若年技術職員に

含めることができない場合があるため注意が必要となります。 

※ 新規若年技術職員に該当する者がいる場合は、その者の「雇用保険被保険者資格喪失届」の原

本のみならず、資格証明書等のコピーの持参もお願いします。 

①

②

③

時系列

27.4.1
審査基準日
28.3.31

：６か月を超える恒常的な雇用関係に至った日
：資格を有するに至った日 ※　　と　　は順不同である
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５．別記様式第二十五号の十一（経審申請書）の様式改正 

 （１）「法人番号」の欄追加 

 

 

 （２）「ほ装工事業（ほ）」を「舗装工事業（舗）」へ改正 

 
 

（３）施行日 平成２８年１１月１日 

（１１月以降の経審の申請は、新様式を使用してください。） 

 

 

６．経営規模等評価の申請手続について 

  審査申込みは、審査を受けようとする月の前の月の１５日まで必着で、希望する会場等を記載し

た往復ハガキにより申し込んでください。 

 受付は、毎月１５日（その日が県の休日に当たる場合は、休日の前日）に締め切り、翌月審査分

として審査会場を振り分けたうえで、返信ハガキを発送します。１６日以降到着分は、翌々月分と

して振り分けします。（先着順に振り分けますので、ご希望の会場にならない場合があります。予

めご了承ください。） 

  また、随時（予めお知らせした会場・日時以外）の審査は行っておりません。（会社の合併や法

人成りの場合は、審査に時間を要する場合がありますので、監理課建設業振興グループ経営事項審

査担当までご連絡ください。） 

  大臣許可業者の方は、書類の提出先は監理課ですが、審査は東北地方整備局が直接行います。（監

理課に届いた書類は、整備局に送付します。）申請書を封入する封筒に「大臣許可業者の経営事項

審査申請書在中」と表示し、一般書留で監理課あて送付してください。詳細は東北地方整備局ホー

ムページ等を参考にしてください。 

 

７．技術者登録について（県入札参加資格申請に必要） 

（１）県内建設業者で県に入札参加資格申請を行っている方又は申請予定の方は、入札参加資格を申

請する業種の技術職員について、技術者登録又は登録内容の変更の手続きが必要です。 

   技術者情報の一元管理を委託している（公財）青森県建設技術センターに登録がなければ、所

属技術者と認められませんので、資格の変更や新規雇用技術者等の異動等に伴う変更届は速や

かに行ってください。 

（２）技術者登録の有資格コードは、建設業許可のものと同じ取扱いになりますので留意してくださ

い。  
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専任の現場配置技術者を必要とする建設工事の請負代金額 

の引上げ等について 

 

 

建設業法では、工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者として主

任技術者又は監理技術者の設置を求めています。 

このたび、将来にわたって建設工事の適正な施工が確保されるよう、社会経済情勢の変化

（物価上昇及び消費税増税分等）に応じた規制の合理化により、技術者の効率的な配置を図

るため、建設業法施行令の一部が改正されました。 

 

【改正内容】 

１ 特定建設業の許可及び監理技術者の配置が必要となる下請契約の請負代金の額の引上げ 

特定建設業の許可及び監理技術者の配置が必要となる下請契約の請負代金の額の下限に 

ついて 3,000 万円から 4,000 万円（建築一式工事にあっては、4,500 万円から 6,000 万円） 

に引き上げられました。 

 併せて、民間工事において施工体制台帳の作成が必要となる下請契約の請負代金の額の 

下限についても同様に引き上げられました。 

 

２ 工事現場ごとに主任技術者又は監理技術者を専任で配置することが必要となる建設工事

の請負代金の額の引上げ 

工事現場ごとに配置が求められる主任技術者又は監理技術者を専任で配置することが必 

要となる建設工事の請負代金の額について 2,500 万円から 3,500 万円（建築一式工事にあ 

っては、5,000 万円から 7,000 万円）に引き上げられました。 

 

※ 建設業法上の金額要件の見直し 

 現行 6 月 1 日改正後 

特定建設業の許可及び監理技術

者の配置が必要な金額 

 

下請契約請負代金額下限 

3,000 万円 

（建築一式 4,500 万円） 

下請契約請負代金額下限 

4,000 万円 

（建築一式 6,000 万円） 

主任技術者又は監理技術者の専

任配置が必要な金額 

 

請負代金額下限 

2,500 万円 

（建築一式 5,000 万円） 

請負代金額下限 

3,500 万円 

（建築一式 7,000 万円） 

 

【施行日】 

 平成２８年６月１日 
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最低制限価格及び低入札価格調査基準価格の引上げについて 

 

 

 県では、建設工事の発注に当たり、公正な競争と適正な価格での契約を推進するため、平成 

２８年５月１６日から下記のとおり取り扱うこととしました。 

（５月１６日以後の指名通知又は入札公告の案件に適用します。） 

 

記 

 

１ 建設工事に係る入札における最低制限価格の引上げについて 

  適正な価格での契約を推進するため、建設工事に係る最低制限価格の設定基準のうち、現場

管理費の割合を引き上げます。 

（対  象）  設計額５千万円未満の建設工事 

（改正内容） 現 行 設計額における現場管理費の８０％に相当する額 

 改正後 設計額における現場管理費の９０％に相当する額 

（改正後の算定方法） 

最低制限価格は、次に掲げる額の合計額に消費税（８％）を加算した額とします。ただし、

上限は設計額の９０％、下限は設計額の８０％です。 

（１）直接工事費の９５％の額 

（２）共通仮設費の９０％の額 

（３）現場管理費の９０％の額 

（４）下表の区分に応じた一般管理費の額 

請負工事設計額 
一般管理費 

の割合 
土木一式工事及び 

建築一式工事の場合 

土木・建築一式以外の 

建設工事の場合 

4,500 万円以上 

（特Ａ級工事相当） 

1,500 万円以上 

（Ａ級工事相当） 
５５％ 

1,000万円以上4,500万円未満 

（Ａ級工事相当） 

300 万円以上1,500 万円未満 

（Ｂ級工事相当）          
６０％ 

1,000 万円未満 

（Ｂ級工事相当） 

300 万円未満 

（Ｃ級工事相当） 
６５％ 
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２ 建設工事に係る入札における低入札価格調査基準価格の引上げについて 

  適正な価格での契約を推進するため、建設工事に係る低入札価格調査基準価格の設定基準の

うち、現場管理費の割合を引き上げます。 

（対  象）  設計額５千万円以上の建設工事 

（改正内容） 現 行 設計額における現場管理費の８０％に相当する額 

 改正後 設計額における現場管理費の９０％に相当する額 

（改正後の算定方法） 

低入札価格調査基準価格は、次に掲げる額の合計額に消費税（８％）を加算した額とします。

ただし、上限は設計額の９０％、下限は設計額の８０％です。 

（１）直接工事費の９５％の額 

（２）共通仮設費の９０％の額 

（３）現場管理費の９０％の額 

（４）一般管理費の５５％の額 
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施工体制台帳の記載方法について 

  

 

 社会保険等未加入対策の一環として、施工体制台帳（再下請負通知書を含む。以下同じ。）

に「健康保険等の加入状況」欄が追加され、平成２４年１１月１日以降、施工体制台帳を作

成する場合は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況と事業所整理記号等を記載

することになっています。 

 

○「健康保険等の加入状況」欄の記載に当たっての留意点 

 ～ 適用除外の考え方 ～ 

 適用除外となるケースと記載方法は、次のとおりです。 

１ 雇用保険では、事業主や代表者・役員の場合など 

  健康保険及び厚生年金保険では、常時使用される者が５人未満の個人事業所の場合な

ど 

 → 該当する健康保険、厚生年金保険又は雇用保険の適用除外に○を付け、適用除外と

なった保険に「－」を記載してください。 

   【記載例】 

    

 

２ 健康保険適用除外承認手続により、適法に建設業に係る国民健康保険組合（いわゆる

「建設国保」）に加入している場合 

→ 健康保険の適用除外に○を付け、健康保険欄には「○○建設国保」と記載してくだ

さい。 

   【記載例は、資料「健保適用除外承認手続きにより、適法に「建設国保」と「厚生年

金」に加入する事業所の「施工体制台帳」等へ記載方法について」参照】 
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（参
考
Ⅰ

-
2
-
2
)
社
会
保
険
の
適
用
関
係
に
つ
い
て
①

 強
制
適
用

 
労
働
者

 

就
労
属
性
は
？

 
加
入
丌
可
※
1
 

事
業
主

 
代
表
者
・
役
員

 

※
1
 
た
だ
し
、
使
用
人
兼
務
役
員
（例
え
ば
、
取
締
役
・工
事
部
長
）に
つ
い
て
、

使
用
人
部
分
は
加
入
可

 
※
2
 
下
記
が
適
用
除
外
者
に
該
当
す
る

 
 
・  
６
５
歳
に
達
し
た
日
以
後
新
た
に
雇
用
さ
れ
る
者

 
 
・ 
１
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
２
０
時
間
未
満
で
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る
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・ 
３
１
日
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上
継
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し
て
雇
用
さ
れ
る
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込
み
が
な
い
者
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大
学
や
専
修
学
校
の
学
生
・生
徒
等
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
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令
に
定
め
る

者
 
 
 
等

 

適
用
除
外

 
６
５
才
以
上

 
学
生
・
生
徒
等

※
2

 

※
本
資
料
は
社
会
保
険
の
大
ま
か
な
適
用
関
係
を
整
理
し
た
も
の
で
す
。
詳
し
い
適
用
関
係
に
つ
い
て
は
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お
近
く
の
ハ
ロ
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ワ
ー
ク
等
に
お
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い
合
わ
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さ
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。

 

・
強
制
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用
と
な
る
者
は
、
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
と
な
り
ま
す
。

 

・
た
だ
し
、
労
働
者
の
う
ち
、
日
々
雇
い
入
れ
ら
れ
る
者
で
、
日
雇
雇
用
保

険
に
加
入
す
る
場
合
は
、
被
保
険
者
自
ら
が
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
 

○
雇
用
保
険
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（参
考
Ⅰ

-
2
-
3
)
社
会
保
険
の
適
用
関
係
に
つ
い
て
②

 

適
用
事
業
所
で
働
い
て

 
い
る
人
は
？

 

○
医
療
保
険

 

※
1
 
個
人
事
業
所
に
あ
っ
て
は
、
家
族
従
事
者
を
含
ま
な
い
（
使
用
さ
れ
る
者
で
は
な
い
た
め
）
。

 
※
2
 
事
業
所
従
業
員
の

1
/
2
以
上
の
加
入
同
意
が
あ
る
場
合
、
健
康
保
険
に
任
意
加
入
す
る
こ
と
が

で
き
る

 
※
３

 
短
時
間
労
働
者
に
あ
っ
て
は
、
１
日
あ
る
い
は
１
週
間
の
労
働
時
間
、
及
び
、
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月
の
勤
務
日
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般
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分
の
３
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で
あ
る
者
は
、
常
用
労
働
者
と
す
る

 
※
４

 
健
康
保
険
で
は
、
下
記
が
適
用
除
外
者
に
該
当
す
る

 
 
・
 
臨
時
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
っ
て
、
以
下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

 
 
 
ⅰ

 
.日
々
雇
い
入
れ
ら
れ
る
者
（
１
ヶ
月
を
超
え
、
引
き
続
き
使
用
さ
れ
る
に
至
っ
た
場
合
を
除
く
）
 

 
 
ⅱ

 
.２
ヶ
月
以
内
の
期
間
を
定
め
て
使
用
さ
れ
る
者
（
２
ヶ
月
を
超
え
、
引
き
続
き
使
用
さ
れ
る
に

至
っ
た
場
合
を
除
く
）
 

 
・
 
事
業
所
又
は
事
務
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で
所
在
地
が
一
定
し
な
い
者
に
使
用
さ
れ
る
者

 
 
・
 
季
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業
務
に
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を
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使
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さ
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・
 
国
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健
康
保
険
組
合
の
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
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・
 
後
期
高
齢
者
医
療
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被
保
険
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と
な
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・
 
厚
生
労
働
大
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健
康
保
険
組
合
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承
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保
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健
康
保
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保
険
者
で
あ
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べ
き
期
間
に
限
る
。
）
 

 
等

 

※
本
資
料
は
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会
保
険
の
大
ま
か
な
適
用
関
係
を
整
理
し
た
も
の
で
す
。
詳
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い
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事
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。
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3

 

法
人
代
表
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・
役
員

 
（
常
勤
で
あ
る
者
）
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労
働
者
等

※
4

 

事
業
所
の
形
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は
？

 

適
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事
業
所

 

個
人
事
業
主
と
、

 
そ
の
家
族
従
業
員

 

強
制
適
用

 

適
用
除
外

 

強
制
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用

 

常
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労
働
者
以
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用
除
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用
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れ
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。

 

・強
制
適
用
と
な
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。
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も
し
く
は

 
常
時
使
用
さ
れ
る
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個
人
事
業
所

 

協
会
け
ん
ぽ
等
の
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健
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で
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事
業
所
で

は
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い

※
２
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Ⅰ
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2
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4
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社
会
保
険
の
適
用
関
係
に
つ
い
て
③

 

適
用
事
業
所
で
働
い
て

 
い
る
人
は
？

 

※
1
 
個
人
事
業
所
に
あ
っ
て
は
、
家
族
従
事
者
を
含
ま
な
い
（
使
用
さ
れ
る
者
で
は
な
い
た
め
）
。

 
※
2
 
事
業
所
従
業
員
の

1
/
2
以
上
の
加
入
同
意
が
あ
る
場
合
、
厚
生
年
金
保
険
に
任
意
加
入
す
る
こ
と
が

で
き
る

 
※
3
 
短
時
間
労
働
者
に
あ
っ
て
は
、
１
日
あ
る
い
は
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週
間
の
労
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時
間
、
及
び
、
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ヶ
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の
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、

一
般
社
員
の
概
ね
４
分
の
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る
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、
下
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が
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臨
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に
使
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さ
れ
る
者
で
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て
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以
下
の
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に
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当
す
る
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々
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れ
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（
１
ヶ
月
を
超
え
、
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き
続
き
使
用
さ
れ
る
に
至
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た
場
合
を
除
く
）
 

 
 
ⅱ

 
.２
ヶ
月
以
内
の
期
間
を
定
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て
使
用
さ
れ
る
者
（
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ヶ
月
を
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え
、
引
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使
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さ
れ
る
に
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事
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又
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が
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れ
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れ
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を
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等
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。
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。
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れ
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さ
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Ⅰ
－

3
 
建
設
業
に
係
る
協
会
け
ん
ぽ
へ
の
加
入
と
国
民
健
康
保
険
組
合
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つ
い
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建
設
業
に
係
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協
会
け
ん
ぽ
へ
の
加
入
と
国
民
健
康
保
険
組
合
へ
の
加
入
に
つ
い
て

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
平
成
２
４
年
７
月
３
０
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国

土
交

通
省
土
地
・
建
設
産
業
局
建
設
市
場
整
備
課
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

   
現
在
、
建
設
業
に
お
い
て
は
関
係
者
を
挙
げ
て
社
会
保
険
未
加
入
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
社
会
保
険
へ
の
加
入
に
つ
い
て

は
、
法
人
・
個
人
事
業
主
の
別
や
、
個
人
事
業
主
に
お
い
て
は
従
業
員
規
模
等
を
踏
ま
え
、
適
切
な
保
険
へ
加
入
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

 
 
最
近
、
医
療
保
険
へ
の
加
入
に
つ
い
て
、
一
部
の
関
係
者
の
間
で
取
り
扱
い
に
誤
解
が
生
じ
て
い
る
と
の
報
告
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
改
め
て
以

下
の
通
り
考
え
方
を
整
理
し
た
の
で
、
関
係
者
に
お
か
れ
て
は
ご
了
知
願
い
た
い
。

 
  
医
療
保
険
へ
の
加
入
に
つ
い
て
は
、
地
域
の
建
設
企
業
の
う
ち
、
常
時
５
人
以
上
の
従
業
員
を
使
用
し
て
い
る
場
合
又
は
法
人
で
あ
っ
て
常
時

従
業
員
を
使
用
し
て
い
る
場
合
に
は
、
全
国
健
康
保
険
協
会
が
運
営
す
る
健
康
保
険
（通
称
「
協
会
け
ん
ぽ
」
）に
事
業
所
と
し
て
加
入
す
る
こ
と
が

健
康
保
険
法
上
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
協
会
け
ん
ぽ
の
被
保
険
者
と
な
ら
な
い
５
人
未
満
の
従
業
員
を
使
用
す
る
事
業
主
や
一
人
親
方
な
ど
で

あ
っ
て
、
現
在
既
に
建
設
業
に
係
る
国
民
健
康
保
険
組
合
（
※
）
に
加
入
し
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
既
に
必
要
な
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
も

の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
社
会
保
険
未
加
入
対
策
上
改
め
て
協
会
け
ん
ぽ
に
入
り
直
す
こ
と
を
求
め
て
い
る
も
の
で
は
な
い
。

 
  
※
国
民
健
康
保
険
組
合
は
、
同
種
の
事
業
又
は
業
務
に
従
事
す
る
者
を
組
合
員
と
し
て
、
国
民
健
康
保
険
事
業
を
運
営
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ

た
保
険
者
で
あ
り
、
国
民
健
康
保
険
法
上
の
公
法
人
で
あ
る
（現
在
で
は
新
設
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
）。

 
  
な
お
、
法
人
や
常
時
５
人
以
上
の
従
業
員
を
使
用
し
て
い
る
事
業
者
が
建
設
業
に
係
る
国
民
健
康
保
険
組
合
に
加
入
し
て
い
る
場
合
も
あ
る
が
、

従
前
か
ら
国
民
健
康
保
険
組
合
に
加
入
し
て
い
る
個
人
事
業
主
が
法
人
化
し
た
際
、
あ
る
い
は
、
常
時
使
用
す
る
従
業
員
が
５
人
以
上
に
増
加
し

た
際
に
、
必
要
な
手
続
き
（
年
金
事
務
所
（平
成
２
２
年
以
前
は
社
会
保
険
事
務
所
）
に
よ
る
健
康
保
険
被
保
険
者
適
用
除
外
承
認
申
請
に
よ
る
承

認
）
を
行
っ
て
加
入
し
て
い
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
適
法
に
加
入
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
年
金
制
度
は
厚
生
年
金
に
加
入
し
、
医
療
保
険
制
度
は
国
民

健
康
保
険
組
合
に
加
入
し
て
い
る
事
業
所
で
あ
れ
ば
、
改
め
て
協
会
け
ん
ぽ
に
入
り
直
す
こ
と
を
求
め
る
必
要
は
な
い
。
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健保適用除外承認手続きにより、適法に「建設国保」と「厚生年金」
に加入する事業所の「施工体制台帳」等への記載方法について 
 
※ 以下、建設業社会保険未加入問題研究会編「建設業社会保険未加入問題Ｑ＆Ａ」の掲載内

容〈177～179 頁〉に沿って、「当該事業所に使用される作業員が、健康保険のうち健康保

険組合、建設国保に加入している場合の記載」について、補足します。 

 

(再下請負通知書、施工体制台帳に共通のルール) 

1 .健康保険組合(組合管掌健康保険)に加入している場合 

健康保険について、当該事業所が協会けんぽ（全国健康保険協会管掌健康保険）ではなく

健康保険組合（組合管掌健康保険）に加入している場合、「事業所整理記号等」欄のうち「健

康保険」欄には加入している健康保険組合の名称のみ（例:「○○健康保険組合」）を記載し

てください。 

2.建設国保に加入している場合 

(1)「事業所整理記号等」欄の「健康保険」欄の記載 

当該事業所が協会けんぽ又は組合管掌健康保険に加入しており、当該事業所で使用され、

協会けんぽ又は組合管掌健康保険の被保険者となるべき労働者のうち 
① 全員が建設国保（国民健康保険組合が運営する国民健康保険）に加入しており、協会け

んぽ、組合管掌健康保険の適用除外承認を受けている場合 
→「事業所整理記号等」欄の「健康保険」欄には加入している建設国保組合の名称（例:

「○○建設国保」）を記載して下さい。 
（理由） 
※ 「―」（空欄）では、健康保険の適用除外承認を受けているのか、個人事業所や後

期高齢者など健康保険の適用そのものを除外されているのか判断できず、明確に区

別するために建設国保組合の名称（保険者名）を記載します。 
※ 情報システムの登録に際しても「―」（空欄）でエラーになる場合があるため、区

別が重要になります。 
② 一部の者が建設国保に加入しており、協会けんぽ、組合管掌健康保険の適用除外承認を

受けている場合 
→「事業所整理記号等」欄の「健康保険」欄には、当該事業所が 
イ 協会けんぽ加入の場合、事業所整理記号及び事業所番号を記載して下さい。 
ロ 組合管掌健康保険加入の場合、当該組合名を記載して下さい。 

 
(2)「保険加入の有無」欄の「健康保険」欄の選択 

① 「事業所整理記号等」欄に記載する全事業所の「健康保険」欄が「○○建設国保」とな

るか、上段が「○○建設国保」で、下段が「同上」となる場合 
→「保険加入の有無」欄の「健康保険」欄では「適用除外」を選択して下さい。 

② 「事業所整理記号等」欄に２つの別の事業所について記載し、一方の「健康保険」欄の

みが「○○建設国保」で、もう一方は事業所整理記号及び事業所番号もしくは健康保険
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組合名のみが記載される場合 
→「保険加入の有無」欄の「健康保険」欄では「加入」を選択してください。 

 
※記載例は以下のとおりです 
 
（１）健保適用除外承認を受け適法に建設国保に加入し、厚生年金に加入している事業所 

健康保険等の 
加入状況 

保険加入の 

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 
適用除外 

加入 未加入 
適用除外 

加入 未加入 
適用除外 

事業所 

整理記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

㈱○○工務店 ○○建設国保※1 杉並けま 12345 12345678909-876 

注※1建設国保組合（保険者）の名称を記載します。 
 
（２）協会けんぽの加入事業所で、健保適用除外承認を受け適法に建設国保に加入して、厚

生年金に加入している者が混在する事業所 

健康保険等の 
加入状況 

保険加入の 
有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 
適用除外 

加入 未加入 
適用除外 

加入 未加入 
適用除外 

事業所 

整理記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

㈱○○工務店 杉並けま 12345 杉並けま 12345 12345678909-876 

 
 
再下請負通知書、施工体制台帳に記載する各種番号等の掲載書類について 

 

1. 健康保険 

 

事業所整理記号及び事業所番号又は健康保険組合名 
→健康保険及び厚生年金保険の保険料の納入に係る「領収証書又は納入証明書」、建設国保

保険証（写し）、厚生年金算定基礎届（その他、年金事務所が発行する証明書類）等 
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１ 検査の目的 

  建設工事における元請負人と下請負人の間の下請取引の適正化を図るため。 
 
２ 検査対象者 

  青森県知事許可業者のうち、下記の５９者を対象としました。 
① 県発注工事における一次下請契約の請負代金の総額が３千万円以上（建築一式工事

の場合は、４千５百万円以上）の元請業者（１０者） 
② 県発注の低入札工事の元請業者（４者） 
③ 国土交通省実施の「下請取引等実態調査」における回答結果を基に選定した元請業者

（４５者） 

 
３ 立入検査の結果 

検査を行った５９者のうち、３９者に改善を要する事案が確認されました。 
これらの業者に対して、建設業法第４１条第１項の規定に基づき、平成２７年１２月

１５日付けで書面による勧告又は指導を実施し、平成２８年１月２２日までに改善状況報

告書を提出させました。 
勧告及び指導の対象となった主な内容は、次のとおりです。 
①勧告（建設業法に抵触する行為） 
・契約書の記載内容が不十分である。（１１者） 

   ・変更時の契約締結が不適切である。（１０者） 
・一般建設業の下請負人に対して、引渡しの申出の日から５０日以内に下請負人への

支払を完了していない。（１１者） 
②指導（建設産業における生産システム合理化指針等に抵触する行為） 

・手形期間が１２０日を超えている。（５者） 
・書面により見積依頼を行っていない。（１４者） 

 
４ 検査対象者に対する指名停止措置 

  今回の検査過程において、施工体制台帳、施工体系図又は下請契約の写しを発注者に提出し

ていなかったことが判明した者に対しては、指名停止の措置を行いました。 
 
５ 改善状況の確認 
  次回の検査の時期に改善状況報告内容が履行されているかどうかを改めて確認します。

 

６ 青森県建設業者等指名停止要領運用基準の一部改正（平成２８年４月１日施行） 
  不適切事案に対する強化対策のため、立入検査において、連続して同じ理由で勧告を受けた

場合には、不正又は不誠実な行為として１箇月の指名停止措置を講じる旨を明記しました。 
 

平成２７年度建設業法第３１条第１項の 

規定に基づく立入検査の結果について 
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中間前金払制度について 

  

 

 

１ 制 度 

１件の請負代金額が１００万円以上の建設工事において、前払金（請負代金額の４割 

以内）の受領後、更に請負代金額の２割以内で前払金を追加請求できる制度です。 

 

 

２ 要 件 

①工期の２分の１を経過していること。 

②工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事 

に係る作業が行われていること。 

③既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が、請負代金額の２分の１以上の額に 

相当するものであること。 

 

 

３ 手 続 

①契約担当者（地域連携部等）へ、中間前金払に係る「認定請求書」に工事請負契約書 

第１１条に基づく「工事履行報告書」を添付して提出する。 

②保証事業会社へ、契約担当者（地域連携部等）から交付された「認定調書」の写しを 

添付して中間前払金保証を申し込む。 

③契約担当者（地域連携部等）へ、「前払金請求書」に保証事業会社が発行した「中間 

前払金に関する保証証書」（原本）を添付して提出する。 

※ 出来高検査等の手続は、不要です。 

※ 各様式は、「青森県建設業ポータルサイト」に掲載してあります。 

 

 

４ 保証料 

  中間前払金の保証料率は、一律０．０６５％です。 

  【計算例】 

請負代金額１，０００万円で中間前払金２００万円の場合：１，３００円 

※参考（前払金保証料） 

請負代金額１，０００万円で前払金４００万円の場合：１０，０００円 
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中間前金払と部分払の選択について

○中間前金払と部分払との違い

中間前金払 部分払

請 求 時 の
出来高検査

不要
（書類審査で可）

必要
（出来高検査を実施し金額を算定）

支 払 条 件

（当初40％の前払金を請求した後）
①工期の２分の１を経過していること。
②工程表により工期の２分の１を経過す
るまでに実施すべき作業が行われてい
ること。

③工事の進捗出来高が請負代金額の２分
の１以上に達していること。

（第１回請求時）
請負代金額に対する出来高の割合が
３０％以上（前払金の支出を受けて
いる場合は、４０％以上）であるこ
と。

<参考>
～中間前払金を請求する場合の手続の流れ～

請負契約締結時
受注者 ⇒ 契約担当者（地域連携部等。以下同じ。）

・中間前金払と部分払の選択に係る届出書
※「(1)中間前金払」を選択します。

認 定 請 求
受注者 ⇒ 契約担当者

・中間前金払に係る認定請求書
・工事履行報告書（工事請負契約書第１１条）

※ 出来高検査は行いません。

契約担当者 ⇒ 受注者
・認定調書

受注者 ⇒ 保証事業会社
・申込書（認定調書の写し添付）

※ 詳しくは、保証事業会社にお問い合わせください。

中間前払⾦の請求
受注者 ⇒ 契約担当者

・前払金請求書
・中間前払金に関する保証証書（保証事業会社が発行した
もの：原本）

認 定

中間前払⾦保証⼿続
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